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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 
総括研究報告書 

 
行政推進施策による労働災害防止運動の好事例調査とその効果に関する研究 

 
研究代表者 大幢勝利 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所労働災害調査分析

センター長 
 

研究要旨 労働安全衛生行政は、平成 25 年度を初年度とする 5 ヵ年計画で
ある「第 12 次労働災害防止計画」において、労働災害による死亡者数の
15％以上の減少などを目標として掲げている。これらの目標を達成するた
めに各種施策に取り組んでいるが、その具体的検討・実施に当たっては科
学的知見の更なる集積が不可欠であり、当研究所も墜落災害の防止や食品
機械の安全等について協力を行っている。 
このような取り組みを実施するため、法令による対策に加え、行政が労

働災害防止関係等の団体や個別の企業に働きかけ、その協力を得て、これ
ら関係者の自主的な取組を促進することにより、政策の推進が図られてい
る。たとえば、「あんしんプロジェクト」等の取組みを展開しており、その
運動に参加する事業場では事業者、労働者が共に高い安全意識を保ちなが
ら労働災害防止運動に取り組んでいる。これらの行政推進施策等について
は、参考とすべき好事例が数多くあると考えられ、中小事業場等に水平展
開することにより労働災害の防止に寄与することが可能となる。しかし、
その好事例について調査された研究はほとんど見受けられず、さらに、そ
の効果について検討された例も少ない。 
そこで、本研究では、今後の行政推進施策等への反映が可能な好事例を

調査し、他への展開の可能性の検討を行うとともに、取組みに参加した事
業者及び労働者の安全意識や安全対策の変化を調査する。その結果を踏ま
え、行政推進施策等による労働災害の発生率の低下等の波及効果を、各種
経済指標等との比較により分析することにより、今後の施策等に効果的と
考えられる取組みについて検討する。具体的には、以下の 4 項目を実施す
る。 
1）建設業における好事例、安全意識等の調査 
2) 製造業・陸上貨物運送事業における好事例、安全意識等の調査 
3）小売業・飲食店における行政推進施策の好事例モデルの提案等 
4）労働災害の発生率の低下等の波及効果の分析 
これにより、第 12 次労働災害防止計画において重点目標に掲げられた労

働災害の減少に寄与することができる。さらに、行政推進施策等による労
働災害の発生率の低下等の波及効果を分析することにより、今後の施策等
に関し効果的と考えられる取組みについて検討することができる。 
 

 

Ｉ．総括研究報告 
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研究分担者 
日野泰道・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所上席研究員 
高橋弘樹・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所主任研究員 
吉川直孝・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所主任研究員 
梅崎重夫・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所研究推進・国際センター
長 
岡部康平・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所主任研究員 
藤本康弘・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所化学安全研究グループ部
長 
島田行恭・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所上席研究員 
佐藤嘉彦・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所研究員 
冨田 一・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所特任研究員 
濱島京子・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所上席研究員 
三浦 崇・（独）労働者健康安全機構労働安
全衛生総合研究所研究員 
高木元也 独立行政法人労働安全衛生総合
研究所リスク管理研究センター長 
Ａ．研究目的 
労働安全衛生行政は、平成 25 年度を初年

度とする 5 ヵ年計画である「第 12 次労働災
害防止計画」において、労働災害による死
亡者数の 15％以上の減少、休業 4 日以上の
死傷者数の 15％以上の減少（平成 24 年か
ら平成 29 年までに）などを目標として掲げ
ている。これらの目標を達成するために各
種施策に取り組んでいるが、これら施策の
具体的検討・実施に当たっては、科学的知
見の更なる集積が不可欠であり、当研究所
も墜落災害の防止や食品機械の安全等につ
いて協力を行っている。 
このような取り組みを実施するため、法

令等に具体的対策を定め、その実行を事業
者に求める一方で、行政が労働災害防止関
係団体、関係事業者団体、そして個別の企
業に働きかけ、その協力を得て、これら関
係者の自主的な取組を促進することにより、
政策の推進が図られている。たとえば、
「STOP！転倒災害プロジェクト」等の取組
みを展開しており、その運動に参加する事
業場では事業者、労働者が共に高い安全意
識を保ちながら労働災害防止運動に取り組

んでいる。 
これらの行政推進施策等については、参

考とすべき好事例が数多くあると考えられ、
中小事業場等に水平展開することにより労
働災害の防止に寄与することが可能となる。
しかし、その好事例について調査された研
究はほとんど見受けられず、さらに、その
効果について検討された例も少ない。 
そこで、本研究では、平成 27-29 年度に、

今後の行政推進施策等への反映が可能な好
事例をヒアリング等により調査し、他への
展開の可能性の検討を行うとともに、それ
を活用した行政推進施策を提案し、アンケ
ート調査等により、行政施策推進効果の検
証等を行う。その結果を踏まえ、行政推進
施策等による労働災害の発生率の低下等の
波及効果を、各種経済指標等との比較によ
り分析することにより、今後の施策等に効
果的と考えられる取組みについて検討する
ことを目的とする。 
平成 28 年度は、建設業、製造業、陸上貨

物運送事業、小売業、飲食店における好事
例を平成27年度に引き続き収集するととも
に、建設業の死亡災害の傾向分析および諸
外国における労働災害損失の計測手法につ
いて検討した。 
 
Ｂ．研究方法 

本研究では、行政推進施策等による好事
例やその効果を検討するため、以下の4項目
を対象に研究を進めた。 
1）建設業における好事例の収集と安全意識
や安全対策の変化の調査、H27～29  
震災復興や2020年東京五輪に向けて、建

設工事が増加する傾向にある。英国では、
2012年ロンドン五輪関連工事において災害
防止活動を活発化させ、大幅に労働災害が
減少した。 
そこで、平成28年度は、平成27年度に実

施した英国におけるオリンピックの成功事
例の日本への適応検討や、米国において提
唱されている、設計時に工事の安全を考え
るPtd (Prevention through Design)と呼ば
れる手法を調査した。 
2) 製造業・陸上貨物運送事業における好
事例の収集と安全意識や安全対策の変化の
調査、H27～29 
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 製造業は、多岐にわたる産業を含むため、
以下に示す最近の行政推進施策や海外の動
向を中心に、陸上貨物運送事業を加えて調
査を行った。 
①爆発火災災害防止に関しては、平成25年
の化学プラントの爆発火災災害防止に関す
る通達等の取り組みが行なわれている。そ
こで、安全対策の更なる高度化のため、国
内外での災害防止の取組内容を幅広く調査
することとした。 
平成28年度も引き続き欧米を中心に安全

衛生関連機関等を訪問して各国の規制の現
状と企業の対策の概要を調査した。 
②アーク溶接作業での感電災害防止には交
流アーク溶接機用自動電撃防止装置があり、
平成23年には始動感度を取り入れて構造規
格、技術上の指針が改正となっている。そ
こで、アーク溶接作業を含めた感電災害防
止対策等の好事例について先進的取り組み
等の調査を行うこととした。 
平成28年度は、入手した交流アーク溶接

機用自動電撃防止装置の始動感度などの特
性を測定するとともに、韓国の感電災害防
止対策の実情を調査した。 
③当研究所では、荷役作業時における墜落
災害防止に関する厚生労働省委託事業を実
施し、平成25年の荷役作業の安全対策ガイ
ドラインの基礎となるデータを提供してき
た。 
平成28年度は、平成27年度に調査した荷

役作業時における墜落防止機材について、
実際の現場での使用状況を調査するととも
に、海外に目を向け米国の好事例について
調査した。 
3）小売業・飲食店における行政推進施策の
好事例モデルの提案等、H27～29 
小売業・飲食店では、これまで各種行政

推進施策が講じられてきたが、雇用者数増
加もあり労働災害件数は減少せず、それら
の効果の検証は困難なことから、第12次労
働災害防止計画での行政推進施策による好
事例の可能性調査に加え、行政推進施策の
好事例モデルを提案する。 
平成28年度は、新たな行政推進施策の好

事例モデルを提案することを目的に休業4
日以上死傷災害データ（以下、死傷災害と
いう）の分析結果などを基に、主要業態別
にみた労働災害発生状況の特徴を整理する

とともに、再発防止対策として昨年度の好
事例調査結果に基づき安全教育ポイントな
どを抽出し、それらを基に労働災害防止用
パンフレットを制作した。 
4）労働災害の発生率の低下等の波及効果の
分析、H27～29 
近年、労働災害発生件数は減少傾向にあ

るが、経済の停滞等の要因もあると考えら
れる。そこで、経済要因を排除し、行政推
進施策等による効果を解明するために、各
種経済指標（有効求人倍率、鉱工業生産指
数等）と労働災害統計（死亡災害、強度率
等）の変動を比較し、行政推進施策等によ
る労働災害の発生率の低下等の波及効果を
分析する。 
平成28年度は、労働災害の損失の計測手

法に関して、新たな指標開発や新しい知
見・技術を集積するため、海外文献を対象
に、主にここ10年間に出版・発表された既
往文献調査を行った。また、経済要因を排
除して、行政推進施策等による効果を今後
評価するための基礎資料を得るため、建設
業における死亡災害の傾向分析を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
 
平成 28 年度は、以下の研究を実施した。 

1）建設業における計画・設計段階から考え
る工事安全の事例調査 
建設業における計画・設計段階から考え

る工事安全の事例として、米国の PtD
（Prevention through Design、施設や設備の建
設，製造，使用，保守，廃棄に関連した危
険とリスクを最小限にすることを目的とし，
設計の段階から労働災害の防止を考慮する
という概念）、英国の 2012 年ロンドンオリ
ンピック・パラリンピック関連工事の事例
調査を行った。写真-1はPtDの事例であり、
維持管理等まで考えて安全帯の取り付け金
具をあらかじめ構造物に取り付けるように
設計したものである。 
また、英国の好事例として、設計上の決

定に起因するリスク低減対策を調査した。
主な事例として、以下の対策が実施されて
いた。 
•橋の張り出し架設の採用：高所作業および
過度なコンクリートへの穴あけを回避する
ため。 
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•維持管理のための通路の設置：設計の時に
組み込まれた。 
•ユニット化して工場等での現場外組み立
てを増やす：高所作業を含む現場での建設
作業を最小限に抑えるため。 
•鉄鋼業者との早期関与：施工性の強化を行
うためであり、これによって、組み立て・
施工に係る時間を節約し、組み立て・施工
リスクへの暴露を軽減した。 
調査結果は、2020 年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会 大会施設工事安
全衛生対策協議会運営のため、厚生労働省
に情報提供した。 

 

写真-1  安全帯取り付け金具 1) 
 

2) 化学プラントにおけるリスクアセスメ
ントの好事例収集調査 
今年度は、安全先進国としての米国にお

ける安全研究の拠点の一つであるテキサス
A&M 大学の 2 組織、およびヨーロッパにお
いては中規模事業所の 1 例を選定し、当該
国における化学プラントにおけるリスクア
セスメントの実施状況などを把握すること
を主眼として、調査を行なった。 
その結果、爆発火災防止のためのリスク

アセスメント、爆発火災防止対策、および
教育訓練等に関する好事例を得た。写真-2
は、教育訓練の好事例の一つとして、実規
模のケミカルタンクを模擬した訓練施設を
示す。 
3) アーク溶接作業での感電災害防止にお
ける好事例の収集調査 
交流アーク溶接機を多く使用している現

場として、造船所の現地調査を行った。始
動感度が規定された構造規格に基づく自動
電撃防止装置を内蔵した交流アーク溶接機

が数台導入されていたので、その使用感に
ついて調査した 

 

 
写真-2 実規模のケミカルタンクを模擬し

た訓練施設 
 
現場へのヒアリングと溶接試験を実施し、

現場作業者に確認したところ、始動感度の
上限値が取り入れられた自動電撃防止装置
の使用感は、上限値が定められていなかっ
た従来の自動電撃防止装置と変わらないこ
とを確認した。また、自動電撃防止装置の
始動感度などを試験する装置が市販されて
いない現状を確認した。 
次に、平成 23 年には構造規格に始動感度

が取り入れたことから、当該構造規格に基
づき製造された外付け及び内蔵の自動電撃
防止装置について始動感度を中心として特
性を確認した。その結果、対象とした交流
アーク溶接機に内蔵あるいは外付けされる
自動電撃防止装置の始動感度の仕様では
120～180Ωであるが、測定値では120～159
Ωであった。これらは構造規格の第 13 条の
2 で定められた 260Ω以下をいずれも満足
するものであった。 
4) 陸上貨物運送事業における好事例の収
集調査 
陸上貨物運送事業における荷役作業の安

全対策ガイドラインが制定されてから数年
が経過したが、昨年度の調査の結果、当研
究所で考案した工法に類似した製品が開発
され、市場に供給されているとの情報を得
たので、当該製品の実際の現場での使用状
況について調査を行った。 
その例として、荷主庭先据置型（分担報

告書 4 参照）の墜落防止設備の現場での使
用状況を写真-3 に示す。作業床に取り付け
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られた 4 つの車輪により、容易に移動・位
置調整を行うことが可能であることがわか
る。地上から荷台までの昇降設備を備え、
荷台の反対側および妻側には、手すり・中
さん・つま先板を供えている。荷積み・荷
卸し作業では、その手すり部分に安全帯を
取り付け、荷台に上がって作業を行うこと
となる。なお、車体が長い場合などでは、
本装置を縦に 2 台設置し妻側の部分で連結
させることも可能となっている。現場では、
複数の墜落防止設備を用いて対策を講じて
いた。作業者にコメントを求めたところ、
設置が容易で作業がしやすいとの事であっ
た。ただし課題として、トラックの荷台の
高さがトラックの種類によって異なるため、
当該設備と荷台の高さが合わない場合があ
ることが挙げられる、とのことであった。
様々な種類のトラックに対応可能な製品が
期待される。 
 

 
写真-3 荷主庭先据置型の墜落防止設備 

 
 
次に、写真-4 に示すのは、米国における

安全大会にて展示されていたトラック積載
型（分担報告書 4 参照）の墜落防止設備で
ある。米国においてもトラックの荷台から
の墜落災害が発生しており、その防止対策
が必要とされているとのことであった。こ
れらの機材は荷台からの墜落防止のみなら
ず、通常の作業床や船の乗り込み等、様々
な用途でも利用されているようである。 
日本市場においても、トラックの荷台か

らの墜落防止対策のための製品が少しずつ
充実してきている。トラック積載型の墜落
防止設備として日本で製品化されたものの
中には、手すり付きの製品やシンプルな構

造のもの等、好事例が得られた。さらに、
上端部にスプリング状のバネがついており、
トラックの荷台の高さに応じて、昇降設備
の長さを変えることができるようになって
いるものもあった。 
 

 
写真-4 米国におけるトラック積載型の 

墜落防止設備 
 
5）小売業・飲食店における行政推進施策好
事例モデルの提案 
小売業の死傷災害の推移をみると、平成

17 年から平成 27 年の間、製造業は-28.1％、
建設業は-31.9％と大幅に減少したが、逆に、
小売業は+1.0％増加している。 
小売業の死傷災害を事故の型別にみると、

最も多いのは「転倒」で全体の 3 分の 1 以
上を占める。次いで、「動作の反動・無理な
動作」、「墜落・転落」、「切れ・こすれ」の
順に多い。 
これを主要業態別にみると、衣料品スー

パーは、墜落・転落災害が一番多いなど、
業態別に様々な特徴がある。家電・家具量
販店は他の業態と比べ、崩壊・倒壊災害、
激突災害が多く、ホームセンターは飛来・
落下災害が多い。また、ドラッグストアは
崩壊・倒壊災害が多く、コンビニエンスス
トアは高温・低温物との接触災害（ヤケド）
が多い。また、切れ・こすれ災害がほとん
ど見受けられない業態は数多い。 
次に、飲食店における平成 17 年～27 年

の死傷災害の推移をみると、製造業、建設
業が大幅に減少する中、飲食店は+21.6％と
大幅に増加している。 
飲食店の死傷災害を事故の型別にみると、

小売業同様、「転倒」が 27.7％を占め最も
多いが、「切れ・こすれ」も 25.4％を占め、
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「転倒」に迫るほど多い。次いで、「高温・
低温物との接触」、「動作の反動・無理な動
作」、「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込ま
れ」の順に多い。 
死傷災害発生状況を、今度は主要業態別

にみてみると、ハンバーガーショップは「高
温・低温物との接触」が最も多く、回転寿
司は「切れ・こすれ」が「転倒」を大きく
上回る。また、配達飲食サービスは「交通
事故（道路）」が最も多い。 
6）諸外国における労働災害損失の計測手法 
主にインターネット検索を利用して、各

国の政府機関や大学が公開している論文や
調査報告書を収集した。現在（2016 年）か
ら 10 年間遡り、発行年が 2006 年以降のも
のを中心に収集したが、概念や理論の整理
をした文献については古いものも扱った。
海外文献については国ごとに分けて文献を
収集し、それぞれの国の手法の違いを分析
した。その結果、 
①アメリカ型損失評価モデル 
②イギリス型損失評価モデル 
③シンガポール型損失評価モデル 
④発展途上国型損失評価モデル 
⑤ニュージーランド損失評価モデル 
⑥EU 加盟国モデル 

を得た。 
7) 建設業における死亡災害の傾向分析 

10 万人当たりの建設業における死亡者数
を調べると、世界のトップである英国と較
べ日本の死亡者数は約 3 倍であることがわ
かった。 
しかし、 

①10 万人当たりの死亡者数の視点のみで、
各国の安全性の程度を比較・評価するのは
妥当ではないと考えられる。 
②諸外国と比較して、我が国の施工スピー
ドは速いと考えられる。その中での災害発
生率を平等に評価できないか。 
③諸外国と比較しての一事業現場での労働
者数にも差異があるのではないか。 
④そもそも物価の差異が大きいのではない
か。 
との疑念があり、各国の評価および我が

国の政策の効果を評価するうえで、これら
の影響をできるだけ排除する必要がある。
そこで、その基礎資料を得ることを目的と
して、建設投資額にどの程度の労働力がつ
ぎ込まれたのかを表す一つの指標として、
建設投資１兆円あたりの建設作業員数を用
い、死亡災害件数との関係を調べた。 
図-1 は、建設業における過去 20 年間の死

図-1 建設業における過去 20 年間の死亡災害件数と 

建設投資１兆円あたりの建設作業員数との関係 
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亡災害件数と、建設投資１兆円あたりの建
設作業員数との関係を示したものである。
両者の間に、強い相関関係（R2=0.937）が
みられた。 

 
Ｄ．考察 
 
 本研究の結果を考察すると以下のとおり
である。 
1) 建設業における計画・設計段階から考え
る工事安全の事例調査 
当研究所において平成 29 年 2 月 15-16 日

に「労働安全衛生に関する国際ワークショ
ップ（IWOSH2017）」が開催された。 
本ワークショップは、英国及び米国の労

働安全衛生政府機関の専門家と我が国の専
門家が一堂に会して、「労働安全衛生におけ
る許容される Risk の考え方－安全目標の考
え方」を中心に各国の考え方や政策につい
て討議し、今後の労働安全衛生対策の方向
性等について検討することを目的として開
催したものである。その中で、米国の PtD
と英国の 2012 年ロンドンオリンピック・パ
ラリンピック関連工事の安全衛生等、本研
究に関連性のある講演が行われた。講演終
了後、全体討論を行い、本ワークショップ
の成果として、今後の労働安全衛生対策の
方向性等について次の事項の必要性を確認
した。 

 
•リスクゼロを目指すべきではあるがリ

スクは必ず存在するものなので、許容でき
るリスクを設定して、合理的に実行可能な
範囲でできる限りリスクを低減すべきであ
る。 
•建設や化学産業等、日本では施工時や運

用時のリスクアセスメントが中心であるが、
できる限りリスクを低減するために英国の
CDM や米国の PtD のように、計画や設計
段階からリスクアセスメントを実施する必
要がある。 
•それと同時に、KY 活動等によるボトム

アップ型の安全活動は、リスクアセスメン
トのようなトップダウン型の労働安全衛生
対策にはない利点があるため、両者をうま
く融合していくことも重要である。 
•労働災害の原因調査、ハザード評価はリ

スクを特定し対策を検討するためにも非常

に重要である。 
•労働者の高齢化が進んでいる現状を踏

まえ、今後は、若年労働者の対策に加え、
高齢者の労働災害を考慮した安全衛生対策
を検討する必要がある。 

 
以上のように、計画・設計段階からリスク

アセスメントを行う必要性が提言された 2)。 
2) 化学プラントにおけるリスクアセスメ
ントの好事例収集調査 
今回調査した事業場では、爆発火災防止

のためのリスクアセスメント等が、きわめ
て厳密に行われていた。また、変更管理に
ついても確実に管理するための仕組みが整
備されていた。変更管理は、適切に行われ
なければ事故発生に至る可能性が高くなる
ため、例えば米国 OSHA（Occupational Safety 
and Health Administration）のプロセス安全管
理（PSM、Process Safety Management）では、
変更管理を一つの重要な要素と位置付けて
いる。日本においても、論理的に整合の取
れた変更管理の仕組み作りを目指した議論
が行われてきている。大企業でなくとも、
それらの管理が実装されている例として、
本事業場での取り組みは注目すべきもので
あると思われる。 
教育訓練の好事例については、実物大の

施設を使った大規模な物であったが、この
ような機関を設立し、運営していくには一
企業等の力では不可能であり、公的機関の
支援が必要不可欠であると思われる。また、
爆発火災災害は特定の企業でのみ発生する
わけでなく、大企業から中小規模事業場ま
ですべからく発生する可能性がある。した
がって特に、中小規模事業場への支援とい
う観点からも、公的機関が関わっていくこ
とが妥当であると思われる。 
その手始めとしては、まず大規模の爆発

火災による災害を防止するにはプロセスの
リスクアセスメント及び影響評価に基づく
予測、及びその結果及び現場の状況に応じ
た現実的な対処策の策定が重要であるとい
うマインドをもって、各々の事業場への支
援、監督を行っていくことが重要であると
思われる。 
3) アーク溶接作業での感電災害防止におけ
る好事例の収集調査 
アーク溶接作業は感電災害の危険性が高
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いことから、リスクアセスメントや保護具
の着用、危険低減装置の使用などの対策が
採られている。今回は、韓国について調査
した。 
韓国では我が国のアーク溶接作業による

感電防止と類似した規則を導入している。
産業安全保健基準に関する規則（労働安全
衛生規則）第 306 条（交流アーク溶接機な
ど）においては、感電危険性の高い次の場
合には自動電撃防止装置を設置することが
義務づけられている。また「アーク溶接装
置の設置及び仕様に関する技術指針」
（KOSHA GUIDE E-76-2013、韓国産業安全
健康公団）においても同様の規定がなされ
ている。 
１．船舶の二重船体内部、若しくは Ballast
タンク、若しくはボイラー内部等導電体に
囲まれた場所 
２．墜落する危険性がある高さ 2ｍ以上の場
所で鉄骨等導電性の高い接地物に労働者が
接触するおそれがある場所 
３．作業員が水、発汗などで導電性が高く
湿気の多い状態で作業する場所 
 上記の１、２は我が国の労働安全衛生規
則第 332 条と同じであるが、3 に挙げられた
「作業員が水、発汗などで導電性が高く湿
気の多い状態で作業する場所」は我が国の
労働安全衛生規則には定めがない。 
4) 陸上貨物運送事業における好事例の収
集調査 
日本で製品化されたトラック積載型の墜

落防止設備の土台となる部分は、軽量であ
るとともに、昇降設備を備えており、実用
的なものとなっている。また昨年度と比較
して製品が多くなってきており、加えてト
ラックの荷台の高さに応じて昇降設備の高
さを調整できるものに改良が加えられてい
る点で進歩が見られる。 
一方、製品化された荷主庭先据置型の墜

落防止設備については、完成度が高く、そ
の普及が望まれる。当該製品の課題として
は、昨年度と同様、作業床の高さとトラッ
クの荷台の高さの調整を簡易に行う方法を
整備することと思われる。 
5) 小売業・飲食店における行政推進施策好
事例モデルの提案 
小売業は、女性の被災者を想像しがちで

あるが、男性の被災者が多い業態がある。

小売業全体では男性の被災者は 26.6％に留
まるが、家具・家電量販店では男性が 57.6％
と半数を超え、ホームセンター、住生活ス
ーパー、無店舗販売も男性の被災者が 40％
を超えている。 
小売業は、中高年齢の被災者が多いと思

われがちである。実際、小売業全体では 40
歳以上が 70％を超え、業態別にみても、百
貨店 80.3％、総合スーパー80.1％、食品ス
ーパー76.0％と40歳以上がとても多く被災
している。 
しかし一方、衣料品スーパーは 40歳以上

の被災者は 46.0％に留まり、逆に 29歳以下
が 35.8％も被災している。住生活スーパー
も同様の傾向である。 
ただ、コンビニエンスストアは、被災者

は若年齢層に集中するイメージが持たれが
ちであるが、30代 40 代を中心に各年代で被
災している。 
調査した業態を対象に企業ブランド （企

業が有する業態別等店舗のこと）別に労働
災害発生状況をみると、上位 30 企業ブラン
ドは、合計 46.8％と半数近くを占め、労働
災害の発生が集中している。これらに対し、
重点的な対策が求められる。 
次に、飲食店における被災者の性別は、

小売業と比べ男性が多い（男性の被災割合
は、小売業の 26.6％に対し、飲食店は
40.3％）。これは、労働災害発生リスクが高
い調理作業を男性が担うケースが多いため
と考えられる。チェーン系居酒屋、ラーメ
ン店でこの傾向が特に強い。一方、配達飲
食サービスも男性の割合が高いが、これは
小売業の無店舗販売と同様、配達員は男性
が多いことによるものと考えられる。 
大半の業態で 20 代の被災割合が最も高

く、40代～50代が中心の小売業と比べ、飲
食店は若年齢層が被災している。特に、チ
ェーン系カフェ、チェーン系居酒屋、丼物
（ファストフード）、配達飲食サービスはこ
の傾向が強い。一方、持ち帰り飲食サービ
スは、50 歳以上の被災が全体の半数近くを
占める。 
調査した業態を対象に、企業ブランド 別

に死傷災害発生状況をみると、小売業同様、
上位 30 企業ブランドは、合計 48.4％と半数
近くを占め、死傷災害の発生が集中してい
る。重点的な対策が求められる。 
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6) 諸外国における労働災害損失の計測手
法 
各国のモデルの中で、表-1 に示す文献よ

りアメリカ型損失評価モデルについて考察
する。表-1 の文献より、アメリカで主に採
用されている損失計測の手法は、以下のと
おりである。 
・Willingness-to pay (WTP) 法…労働災害の
死亡確率を削減することができるとして、
それに対して人々が支払っても良いと考
える最大金額のこと 

・WTPに基づくVSL（Value of Statistical Life）
法…死亡リスク削減の評価に使う指標。
統計的生命の価値 

・Cost-of-Illness (COI) 法…疾病コスト法。
疾病のために実際に消費されている医療
資源の費用のみならず、社会全体に生じ
ている損失まで費用として計上し、その
疾病が社会全体に及ぼす費用を明らかに
しようとする 
直接費と間接費の算出であり、さらに

NIOSH では労働災害による死亡事故による
損失を自動計算する「損失計算機（Cost 
Calculator）を開発したという。この計算機
は死亡事故が国内総生産に与える経済的損
失を計算するもので、NIOSH の合衆国外傷
性業務上死亡災害（NTOF : National 
Traumatic Occupational Fatalities）監視
システムに報告された死亡事故のデータに
基づいて計算が行われるようである。 
 
表-1 アメリカ型損失評価モデルに関する

文献 
書名 Deriving Fatal Injury Costs: 

A State Pilot Study 
書名（邦訳） 「事故で死者が出た場合の損

失を求める：国による予備調
査」 

作者 Elyce Bibble, Dan Hartley, 
Serena Starkey, Victor 
Fabrega, and Scott 
Richardson 

組織 U.S. Bureau of Labor 
Statistics 

発行年 2005 
 
7) 建設業における死亡災害の傾向分析 
図-1 に示した分析結果より、建設投資額

に対する労働者数の割合が減少するほど、

死亡災害が多くなる傾向を示しているとい
える。非常に相関が高いため、この関係は
我が国だけではなく他の国にも当てはまる
のではないかと考えられる。 
ただし、平成 25 年と平成 26 年ではこの

相関関係が大きく崩れており、従来の傾向
に比べ死亡災害が発生しにくくなったと考
えられる。その要因は、今後の検討課題と
した。 
 
Ｅ．結論 
 
 本研究をまとめると、以下のとおりであ
る。 
1) 建設業における計画・設計段階から考え
る工事安全の事例調査 
本研究では、米国と英国における、計画・

設計段階から工事の安全を検討した事例を
調査した。その結果より、計画・設計段階
での工事安全の検討を我が国でも導入すれ
ば、リスク低減効果は大きいと考えられる
好事例が得られた。さらに、当研究所で開
催された「労働安全衛生に関する国際ワー
クショップ（IWOSH2017）」においても、計
画・設計段階からリスクアセスメントを行
う必要性が提言されており、本研究の結果
が改めて確認された。 
2) 化学プラントにおけるリスクアセスメ
ントの好事例収集調査 
米国における安全研究の拠点の一つであ

るテキサス A&M 大学の 2 組織、及びヨー
ロッパにおいては中規模事業所の 1 例を選
定し、当該国における化学プラントにおけ
るリスクアセスメントの実施状況などを把
握することを主眼として、調査を行なった。 
その結果、ヨーロッパで調査した中規模

事業場における化学物質及び化学反応に関
する危険性評価及び爆発火災防止のための
リスクアセスメント等へのエフォートはか
なり大きかった。また、プロセスの変更管
理への取り組みは、好事例として注目すべ
きものであった。 
米国での調査に関しては、大規模の爆発

火災による災害を防止するにはプロセスの
リスクアセスメント及び影響評価に基づく
予測、及びその結果及び現場の状況に応じ
た現実的な対処策の策定が重要であり、そ
れらを支援していくための教育訓練機関の
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設立が望ましい。しかしながら、日本での
そのような体制の構築には時間が必要なこ
とから、まずは公的機関がそのようなマイ
ンドを持って、事業場が爆発火災防止対策
をとっていく支援を行っていく必要がある
と思われる。 
3) アーク溶接作業での感電災害防止にお
ける好事例の収集調査 
始動感度の上限値が取り入れられた自動

電撃防止装置の使用感は、上限値が定めら
れていなかった従来の自動電撃防止装置と
変わらないこと、自動電撃防止装置の始動
感度などを試験する装置が市販されていな
い現状を確認した。 
自動電撃防止装置の始動感度を測定した

結果、構造規格に定められた上限値を満足
していることを確認した。 
韓国におけるアーク溶接作業による感電

防止の規則を調査した結果、日本と類似し
ていることがわかったが、水、発汗などで
導電性が高く湿気の多い状態で作業する場
所で自動電撃防止装置の使用が義務づけら
れている点が相違していた。 
4) 陸上貨物運送事業における好事例の収
集調査 
今年度の調査により、荷役作業の安全対

策ガイドラインの解説等で示された工法の
うち、トラック積載型および荷主庭先据え
置き型の両タイプの墜落防止機材が実用化
されていることがわかった。また米国にお
いてもトラックからの墜落防止対策が重要
な課題の一つとされており、様々な機材が
製品化されていることがわかった。 
5) 小売業・飲食店における行政推進施策好
事例モデルの提案 
小売業・飲食店における死傷災害の分析

結果をもとに、小売業の労働災害防止用パ
ンフレット（図-2 参照）、および飲食店の労
働災害防止用パンフレット（図-3 参照）を
制作した。そして、2017 年 2 月末、全国の
都道府県労働局及び労働基準監督署等（全
376 カ所）に各 200 冊、中央労働災害防止
協会技術支援部に各 500 冊、日本労働安全
衛生コンサルタント会都道府県支部（47 カ
所）に各 200 冊送付し新しい労働安全衛生
行政施策を提案した。 
 

 
図-2 小売業の労働災害防止用パンフレット 

 
図-3 飲食店の労働災害防止用パンフレット 



11 

6) 諸外国における労働災害損失の計測手
法 
企業の安全活動、労働安全行政施策の推

進等による効果を明らかにするため、海外
文献調査を行い、企業や社会全体における
労働災害に伴う経済損失の大きさ、安全対
策の費用対効果等を計測する手法を整理し
た。その結果、それぞれの国の特性に応じ
その方式に改訂を加えている点に特徴があ
るといえる。 
7) 建設業における死亡災害の傾向分析 
建設業における死亡災害件数の傾向分析

の結果、建設投資１兆円あたりの建設作業
員数との間に非常に高い相関関係が見られ
たことから、今後は諸外国の事例について
同様の検討を行い比較する予定である。さ
らに、他の経済指標により補正をかけ、各
種施策の効果も検討する予定である。 
 
参考文献 
1) Mike Toole (2017) Prevention through 

design: A Different Side of Steel’s 
Sustainability, North American Steel 
Construction Conference, San Antonio, 
U.S.A: 
http://www.designforconstructionsafety.org/i
ndex.shtml. 

2) 大幢勝利 (2017) 「労働安全衛生に関す
る国際ワークショップ」開催報告，安衛
研ニュース，No.101，労働安全衛生総合
研究所： 

http://www.jniosh.go.jp/publication/mail_m
ag/2017/101-1.html. 
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⑫高木元也他(2016)多店舗展開を行ってい
る小売業，飲食店における業態別労働災
害データ分析，労働安全衛生総合研究所，
技術資料（JNIOSH-TD-NO.6） ，労働
安全衛生総合研究所，東京， pp.1-31． 

⑬高木元也(2017)小売業・飲食店の労働災害
を減らそう ~業態別にみた労働災害の
特徴と安全教育のポイント（上）（小売業
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⑭高木元也(2017)小売業・飲食店の労働災害
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 
 
１．建設業における計画・設計段階から考える工事安全の事例調査と死亡災害の傾向分析 

 
 
研究代表者 大幢勝利 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所労働災害調査

分析センター長 
研究分担者 日野泰道 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所上席研究員 
研究分担者 吉川直孝 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所主任研究員 
研究分担者 高橋弘樹 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所主任研究員 
研究分担者 梅崎重夫 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所研究推進・国

際センター長 
研究分担者 岡部康平 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所主任研究員 
 

研究要旨 我が国における工事安全の検討は、通常施工計画を立てる段
階から行われているが、最近になって、計画・設計段階から工事安全の
検討を行う必要性の提言や法律の制定が相次いでなされている。しかし、
我が国においては計画・設計段階から工事の安全を検討された例は少な
く、実際に導入するためには海外の事例等を調査し我が国の適用を検討
する必要がある。そこで、本研究では、米国の PtD の事例と英国のロン
ドンオリンピック・パラリンピック関連工事の事例を調査した。その結
果より、計画・設計段階での工事安全の検討を我が国でも導入すれば、
リスク低減効果は大きいと考えられる好事例が得られた。また、このよ
うな対策を施した場合、我が国でどのような効果が得られるかを今後評
価するための基礎資料を得るため、建設投資 1 兆円当たりの建設作業員
数と死亡災害件数の関係を調査し、両者に強い相関があることを明らか
にした。平成 25 年と 26 年は、その相関関係以上に、死亡災害の割合が
減少していることを明らかにした。 
 
 
 

Ａ．研究目的 
  
我が国における工事安全の検討は、通常

施工計画を立てる段階から行われている。
これに関し、海外に目を向け、工事安全を
検討する時期について実態調査を実施して
いる。その結果、例えば米国では、建設プ
ロジェクトのリスクやハザードについて設
計段階から検討することにより、これらを
最 小 限 に で き る と い う 考 え 方 、 PtD
（Prevention through Design）を提唱している
ことがわかった。また、英国では、建設（設
計・マネジメント）規則（Construction (Design 
and Management) Regulations、 CDM）によ
り計画・設計段階から工事安全の検討を行
うことが義務化されていることや、それに

基づき 2012 年ロンドンオリンピック・パラリ
ンピック関連工事では、発注者、設計者、施
工者、労働者が一体となり工事安全を検討
した結果、工事期間中の死亡災害が 0 であっ
たなど大きな成果が得られていたこと等を明
らかにした。 
以上の調査結果で得られた海外の好事例

については、我が国への導入を提言してき
た 1,2,3)。平成 28 年 1 月から厚生労働省によ
り開催されている、2020 年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会 大会施設工
事安全衛生対策協議会においては、当研究
所の調査結果が参考にされている。 
これらの調査結果は他にも参考にされて

おり、土木学会安全問題研究委員会土木工

II．分担研究報告 
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事の技術的安全性確保・向上検討小委員会
では、平成 28 年 12 月 1 日に発注者、設計
者、施工者、労働者が一体となって工事安
全の検討を行うことを提言 4)している。さら
に、平成 28 年 12 月 16 日に、「建設工事従
事者の安全及び健康の確保の推進に関する
法律」が制定され、建設工事の請負契約に
おいて適正な請負代金の額、工期等が定め
られること、建設工事従事者の安全及び健
康の確保に必要な措置が、設計、施工等の
各段階において適切に講ぜられること等、
計画・設計段階から工事安全の検討を行う
ことが規定されている。 
しかし、我が国においては計画・設計段

階から工事の安全を検討された例は少なく、
実際に導入するためには海外の事例等を調
査し我が国の適用を検討する必要がある。
そこで、本研究では、米国の PtD の事例と
英国のロンドンオリンピック・パラリンピ
ック関連工事の事例を調査し、好事例を得
ることを目的とした。 
また、このような対策を施した場合、我

が国でどのような効果が得られるかを今後
評価するための基礎資料を得るため、建設
業における死亡災害の傾向分析を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
(1)米国の PtD の事例調査 
米国の PtD の調査は、米国労働安全衛生

研究所（National Institute for Occupational 
Safety and Health、 NIOSH）や新しい World 
Trade Center の建設安全責任者、PtD の研究
者らと PtD 会議を実施して行った。その状
況を写真-1 に示す。  

写真-1  PtD 会議の様子 

 (2) 英国の 2012 年ロンドンオリンピッ
ク・パラリンピック関連工事の事例調査 
 英国の調査は、昨年度、英国の安全衛生
研究所（Health & Safety Laboratory、HSL）
において実施した調査で得られた資料の中
から、2012 年ロンドンオリンピック・パラ
リンピック関連工事における CDM2017 の
適用事例に関する文献 5)を中心に調査した。 
 
(3)建設業における死亡災害の傾向分析 
 図-1 は、主要 5 か国における建設労働者
10 万人当たりの死亡者数の推移を調べたも
のである。図-1 より、世界のトップである
英国と較べると日本の死亡者数は英国の約
3 倍であることがわかる。 
 しかし、 
①10 万人当たりの死亡者数の視点のみで、
各国の安全性の程度を比較・評価するのは
妥当ではないと考えられる。 
②諸外国と比較して、我が国の施工スピー
ドは速いと考えられる。その中での災害発
生率を平等に評価できないか。 
③諸外国と比較しての一事業現場での労働
者数にも差異があるのではないか。 
④そもそも物価の差異が大きいのではない
か。 
との疑念があり、各国の評価および我が国
の政策の効果を評価するうえで、これらの
影響をできるだけ排除する必要がある。 
そこで、その基礎資料を得ることを目的

として、建設投資額にどの程度の労働力が
つぎ込まれたのかを一つの指標として、我
が国の過去 20 年間程度の死亡者数と比較
した。 
 
Ｃ．研究結果 
(1)米国の PtD の事例調査 
 PtD は、施設や設備の建設、製造、使用、
保守、廃棄に関連した危険とリスクを最小
限にすることを目的とし、設計の段階から
労働災害の防止を考慮するという概念であ
る。その結果、最終的には建設プロジェク
ト全体のコストも減少するというものであ
る。 
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写真-2  安全帯取り付け金具 6) 

 
具体的には、写真-2 に示すように、維持

管理等まで考えて安全帯の取り付け金具を
あらかじめ構造物に取り付けるように設計
することや、写真-3 に示すようにプレハブ
化して施工できるように設計すること等で
ある。これらは、我が国でも類似の事例が
多くあり導入しやすい考え方である。ただ
し、全て設計段階で検討されたものであり、
施工段階で検討するよりもより安全に安価
にできると考えられる。 

写真-3  プレハブ化した階段 6) 
 
 (2) 英国の 2012 年ロンドンオリンピッ
ク・パラリンピック関連工事の事例調査 

2012 年ロンドンオリンピック・パラリン
ピック関連工事（写真-4 参照）においては、
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設計上の決定に起因するリスク低減対策
（多くの場合、施工者と協力して取られた）
を検討したとのことであった 5)。主な事例と
して、以下の対策が実施されていた。 

 
写真-4  ロンドン郊外のオリンピックパーク 
 
•橋の張り出し架設の採用：高所作業および
過度なコンクリートへの穴あけを回避する
ため。 
•維持管理のための通路の設置：設計の時に
組み込まれた。 
•ユニット化して工場等での現場外組み立
てを増やす：高所作業を含む現場での建設
作業を最小限に抑えるため。 
•鉄鋼業者との早期関与：施工性の強化を行
うためであり、これによって、組み立て・
施工に係る時間を節約し、組み立て・施工
リスクへの暴露を軽減した。 
以上の実現のために、設計が何度も変更

されたとのことであるが、我が国での過度
の設計変更は現状では困難と思われる。な
お、設計でリスク低減対策を検討したこと
により、以下のメリットがあったとのこと
である。特に、後者はメリットが大きいと
考えられる。よって、計画・設計段階での
工事安全の検討を我が国でも導入すれば、
リスク低減効果は大きいと考えられる。  
•当初の計画と比較して、リスクを低減する
施工または運用方法の選択につながった。 
•オリンピック・パラリンピック終了後の継
続利用に関する運用、アクセス（通路）お
よび維持管理問題も重要視された。これに
より、終了後の施設存続期間にわたるリス
クが低減した。 
 

(3)建設業における死亡災害の傾向分析 
建設投資額にどの程度の労働力がつぎ込

まれたのかを表す指標として、建設投資１
兆円あたりの建設作業員数を用いることと
した。 
図-2 は、建設業における過去 20 年間の死

亡災害件数と、建設投資１兆円あたりの建
設作業員数との関係を示したものである。
両者の間に、強い相関関係（R2=0.937）が
みられた。この結果より、建設投資額に対
する労働者数の割合が減少するほど、死亡
災害が多くなる傾向を示しているといえる。
非常に相関が高いため、この関係は我が国
だけではなく他の国にも当てはまるのでは
ないかと考えられる。 
ただし、平成 25 年と平成 26 年ではこの

相関関係が大きく崩れており、従来の傾向
に比べ死亡災害が発生しにくくなったと考
えられる。その要因は、今後の検討課題と
した。 
 
Ｄ．考察 
 当研究所において平成 29 年 2 月 15-16 日
に「労働安全衛生に関する国際ワークショ
ップ（IWOSH2017）」が開催された。 
本ワークショップは、英国及び米国の労

働安全衛生政府機関の専門家と我が国の専
門家が一堂に会して、「労働安全衛生におけ
る許容される Risk の考え方－安全目標の考
え方」を中心に各国の考え方や政策につい
て討議し、今後の労働安全衛生対策の方向
性等について検討することを目的として開
催したものである。その中で、米国の PtD
と英国の 2012 年ロンドンオリンピック・パ
ラリンピック関連工事の安全衛生等、本研
究に関連性のある講演が行われた。講演終
了後、全体討論を行い、本ワークショップ
の成果として、今後の労働安全衛生対策の
方向性等について次の事項の必要性を確認
した。 

 
•リスクゼロを目指すべきではあるがリ

スクは必ず存在するものなので、許容でき
るリスクを設定して、合理的に実行可能な
範囲でできる限りリスクを低減すべきであ
る。 
•建設や化学産業等、日本では施工時や運

用時のリスクアセスメントが中心であるが、
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できる限りリスクを低減するために英国の
CDM や米国の PtD のように、計画や設計
段階からリスクアセスメントを実施する必
要がある。 
•それと同時に、KY 活動等によるボトム

アップ型の安全活動は、リスクアセスメン
トのようなトップダウン型の労働安全衛生
対策にはない利点があるため、両者をうま
く融合していくことも重要である。 
•労働災害の原因調査、ハザード評価はリ

スクを特定し対策を検討するためにも非常
に重要である。 
•労働者の高齢化が進んでいる現状を踏

まえ、今後は、若年労働者の対策に加え、
高齢者の労働災害を考慮した安全衛生対策
を検討する必要がある。 

 
以上のように、計画・設計段階からリスク

アセスメントを行う必要性が提言された 7)。 
 
Ｅ．結論 

 
本研究では、米国と英国における、計画・

設計段階から工事の安全を検討した事例を
調査した。その結果より、計画・設計段階
での工事安全の検討を我が国でも導入すれ
ば、リスク低減効果は大きいと考えられる
好事例が得られた。さらに、当研究所で開
催された「労働安全衛生に関する国際ワー
クショップ（IWOSH2017）」においても、計
画・設計段階からリスクアセスメントを行
う必要性が提言されており、本研究の結果
が改めて確認された。 
また、死亡災害件数の傾向分析の結果、

建設投資１兆円あたりの建設作業員数との
間に非常に高い相関関係が見られたことか
ら、今後は諸外国の事例について同様の検
討を行い比較する予定である。さらに、他
の経済指標により補正をかけ、各種施策の
効果も検討する予定である。 
 
参考文献 
1) 吉川直孝，大幢勝利，豊澤康男(2015) 建

設業における英国の安全衛生の考え方
～英国を調査して～，安衛研ニュース，
No.84，労働安全衛生総合研究所：

図-2 建設業における過去 20 年間の死亡災害件数と 

建設投資１兆円あたりの建設作業員数との関係 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
２．化学プラントにおけるリスクアセスメントの好事例収集調査 

 
研究分担者 藤本康弘 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所化学安全研究グル
ープ部長 
研究分担者 島田行恭 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所上席研究員 
研究分担者 佐藤嘉彦 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所研究員 
 
 
 

研究要旨 化学プラントにおけるリスクアセスメントの実施やリスク低減
措置に関する教育訓練に関して、海外における中小規模事業場等における
実施状況や問題点などの情報交換を行うことにより、国内での改善策を検
討するための情報を得る。 

 
 
 
 
Ａ．調査の目的 

 
化学プラントにおけるリスクアセスメン

トの実施やリスク低減措置に関する教育訓練
に関して、海外における中小規模事業場等に
おける実施状況や問題点などの情報交換を行
うことにより、国内での改善策を検討するた
めの情報を得る。 
 
Ｂ．調査対象 

今年度は、安全先進国としての米国にお
ける安全研究の拠点の一つであるテキサス
A&M大学の2組織、およびヨーロッパにお
いては中規模事業所の1例を選定し、当該国
における化学プラントにおけるリスクアセ
スメントの実施状況などを把握することを
主眼として、調査を行なった。 
 
Ｃ．調査時期・場所 

 
平成 28 年 4 月 8 日：Dottikon Exclusive 

Synthesis（ドッティコン、スイス） 
平成 28 年 8 月 22 日：Texas A&M 

Engineering Extension Service（TEEX）、Mary 
Kay O’connor Process Safety Center
（MKOPSC）（カレッジステーション、テキ
サス、米国） 
 
 

Ｄ．調査結果 
 
(1) Dottikon Exclusive Synthesis 

 
1) 面談者 

Guenter Weingärtner（Dottikon ES, Head 
Process Safety & Technology） 
Mike Mandlehr（Systag, Managing Director） 
 

2) 組織概要 
Dottikon Exclusive Synthesis は、医薬品中

間体、機能性化学品等の製造を行っている
企業である。スイスのドッティコンに本社
及び製造工場があり、米国に 1 つの営業所
を有している。従業員は、全 459 名であり、
その半分が製造を担当しており、108 名が研
究開発を担当しているとのことであった。
調査時現在で、130 反応を取り扱っていると
のことであった。なお、当該企業では機密
保持の観点から、写真撮影が禁止されてい
たため、調査時の写真は存在しない。 

 
3) 面談結果 
a. 化学物質及び反応の危険性評価 
取り扱う化学物質及び化学反応の危険性

については、スクリーニング手法としてよ
く用いられている熱分析だけでなく、熱損
失がない状態での自己反応性物質の反応挙
動を詳細に調査するための断熱熱量計や、
実際の反応における反応挙動を調査するた
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めの反応熱量計を導入しており、詳細な危
険性評価を行っていた。また、自己反応性
物質の爆轟性、爆燃性の評価を行うための
試験施設をサイト内に備えており、必要性
に応じて評価試験を行っているとのことで
あった。 
 
b. 爆発火災防止のためのリスクアセスメ

ント等 
取り扱っているプロセス全てについて、

以下の順番で検討を行っている。 
危険性評価試験（上記）→リスクアセス

メント→リスク低減措置検討・実装 
リスクアセスメントにおいては、初めに

文献調査、上記に触れた化学物質及び反応
の危険性評価試験の結果、HAZOP（Hazard 
and Operability Analysis）等の危険性評価手
法などにより、危険源の同定を行う。その
結果を踏まえて、まず最悪のシナリオ
（Worst Case Scenario）を検討し、そのシナ
リオの防止対策を検討する。その後、
HAZOP 等により詳細なプロセス危険分析
を行い、そのリスクを評価していくとのこ
とであった。また、リスクアセスメントに
当たっては、プロセスに着目した危険分析
（HAZOP 等が中心）とプラントに着目した
危険分析（FMEA（Failure Modes and Effects 
Analysis）等が中心）を行うとともに、スケ
ールアップ因子（熱伝達の変化、温度勾配
の出現等）を考慮して、総合的な解析を行
っていくとのことであった。 
リスク低減対策は、以下の観点で立案し、

実装を行っている。 
・危険源の除去 
・事故への進展の防止 
・異常発生時の対処 
・緊急事態発生時の対処 
すなわち、まずはプロセスを見直すこと

で、本質安全なプロセスを検討する。本質
安全対策を講じることが難しい場合には、
異常が生じたとしても、それが事故へ進展
することを防止するとともに、万一事故が
発生することを想定し、緊急事態時の対応
を検討しておくとのことであった。 
以上のリスクアセスメント等の結果はす

べて記録として残している。また、プロセ
スやプラントの変更があったときには、そ
の変更に関する情報をすべて記録しており、

かつ変更があった際には必ずその変更が安
全性に与える影響を評価する仕組みとなっ
ているとのことであった。 

 
c. 爆発火災防止対策の例 
実装されている爆発火災防止対策の例と

して、以下のものが挙げられていた。 
・ 被害を防止するため、大都市から離れ

たドッティコンに工場を立地している。 
・ 爆風等による被害を低減するために、

工場の周辺を森林としている。 
・ 危険性が高いニトロ化反応を行うプラ

ントは、地下に設置している。 
・ 自社で焼却炉を有しており、必要のな

いものはすぐに焼却処分し、無駄な貯
蔵を行わないようにしている。 

 
4) 考察 
化学物質及び化学反応に関する危険性は、

それらによる爆発火災を防止するためには
必要な情報であり、化学物質等の危険性に
対するリスクアセスメント等にも入手すべ
き情報であるが、これらの情報を入手する
ことは、決して簡単なことではない。当該
企業は、その規模に比して極めて充実した
評価体制を有しており、化学物質及び化学
反応に関する危険性評価にかけるエフォー
トはかなり大きいものであった。 
爆発火災防止のためのリスクアセスメン

ト等についても、きわめて厳密に行われて
いた。EU においては特定の産業活動に従事
する者及び一定量の危険物質を保管する者
は、安全管理計画及び事故時計画を策定し
なければならず、公衆へこの情報を公開し
なければならないことがセベソ指令で定め
られている 1)。スイスは EU 加盟国ではない
が、国連における枠組み（UNECE (The 
United Nations Economic Commission for 
Europe): The Convention on the Transboundary 
Effects of Industrial Accidents）や経済協力開
発機構における枠組み（OECD: Programme 
on chemical accidents）の中で、EU と緊密に
連携した取り組みを行っている。その連携
の中で、当該指令に準じた対応をしている
ものと思われる。また、変更管理について
も確実に管理するための仕組みが整備され
ていた。変更管理は、適切に行われなけれ
ば事故発生に至る可能性が高くなるため、
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例えば米国 OSHA（Occupational Safety and 
Health Administration）のプロセス安全管理
（PSM、Process Safety Management）2)では、
変更管理を一つの重要な要素と位置付けて
いる。日本においても、論理的に整合の取
れた変更管理の仕組み作りを目指した議論
が行われてきている 3)。大企業でなくとも、
それらの管理が実装されている例として、
本事業場での取り組みは注目すべきもので
あると思われる。 

 
(2) TEEX 及び MKOPSC 

 
1) 面談者 

M. Sam Mannan （ MKOPSC, Regents 
Professor & Executive Director） 
Chad Mashuga （ MKOPSC, Assistant 
Professor） 
William J. Rogers（MKOPSC, Research 
Scientist） 
Bin Zhang（MKOPSC, Research Associate） 
Ulises Penalver （ TEEX, Emergency 
Services Training Institute, International 
Project Specialist） 
 

2) 組織概要 
TEEX は、テキサス A&M 大学の関連機関

の 1 つであり、保有訓練施設における訓練
等の開催、講師や技術者の派遣、その他各
種の技術的支援を提供する機関である。
2015 年の実績では、米国全土及びその他 81
か国の約 17 万 3 千人に対して、それらのサ
ービスを提供している。訓練施設としては、
主に消防戦術に関する教育訓練を行う
Brayton Fire Training Field と、様々な災害現
場から被災者を救出するための教育訓練を
行う Disaster City®、Rescue Campus 及び
Emergency Operations Training Center から成
る。図 1 に上記訓練施設の敷地図を示す。 
また、MKOPSC は、同じくテキサス A&M

大学の関連機関である TEES（Texas A&M 
Engineering Experiment Station）を構成して
いる研究所の 1 つであり、化学プロセス安
全研究に特化した、世界にも類を見ない研
究所である。化学プロセス安全に関する研
究活動はもちろんのこと、学外のエンジニ
アを対象とした継続学習プログラムの運営、

政府機関や中小事業場等を対象としたコン
サルティングなどを行っている。なお、
TEEX における教育訓練において、座学教育
の支援も行っており、TEEX との関係は深い。 
3) 面談結果 
a. TEEX 
化学物質等に関連する設備として、

Disaster City®では、実物大の化学物質運搬
用の貨物車両（図 2）や、それらが脱線した
ことを想定した訓練設備（図 3）が存在した。
また、HazMat では、危険物が充てんされて
いる貯槽が破損したことを想定した訓練施
設（図 4）があった。座学でこれらの災害状
況での対応方法の技術的な基礎を習得した
後に、これらの訓練設備を用いて実技訓練
を行い、実践的な災害対応技術を習得する
とのことであった。 

 

 
図 2 実物大の化学物質運搬用の貨物車両 
 

 
図 3 貨物車両が脱線したことを想定した
訓練設備 
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消防戦術の教育訓練を行う Brayton Fire 
Training Field では、貯槽、配管等を組み合
わせ、実際の化学プラントを模擬した訓練
施設（図 5）、実規模のケミカルタンクを模
擬した訓練施設（図 6）、倉庫での火災を想
定した訓練施設（図 7）などが存在し、実際

の状況に応じた消火訓練が行えるような施
設となっていた。また、化学プラントでは
ないが、火災災害が多い船での火災を想定
し、船のデッキや室内での状況を模擬した
訓練施設（図 8）があり、様々な状況に応じ
た消火訓練が行えるようになっていた。こ

図 1 TEEX 訓練施設の敷地図（TEEX ホームページより転載） 
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れらの施設は、常にテクニカルスタッフに
よって整備されているとのことであった。
また、施設の陣容は常に見直しを図ってお
り、必要に応じて施設の変更や新規施設の
設置を行っているとのことであった。 

 

 
図 4 危険物が充てんされている貯槽が破
損したことを想定した訓練施設 
 

 
図 5 実際の化学プラントを模擬した訓練
施設 
 

 
図 6 実規模のケミカルタンクを模擬した
訓練施設 

 
図 7 倉庫での火災を想定した訓練施設 
 

 
図 8 船のデッキや室内での状況を模擬し
た訓練施設 
 
また、万一の訓練中の事故等を想定し、

救急体制が整備されていた。図 9 に示すの
は、施設内に設置されているメディカルス
テーションの一部である。 

 

 
図 9 施設内のメディカルステーション 
 
上記訓練施設の利点として、災害対応時

における学術的な基盤知識を得るとともに、
それを実規模での訓練を行うことによって、
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どう知識を生かすべきか、実規模特有の注
意しなければいけない点は何かを教育し、
総合的な災害対応に関する知見を得ること
ができるとの意見であった。なお、当該訓
練施設は、日本にも利用している事業場が
あるとのことであった。 

 
b. MKOPSC 
化学プロセス安全に関する研究活動につ

いては、大きく分けて、化学物質及び化学
反応に関する危険性についての研究グルー
プと、化学プロセスのリスクアセスメント
等に関する研究を行なっているグループが
ある。これは、実験的な検討と理論的な検
討、化学反応等の現象論とプロセスエンジ
ニアリングというように、多面的な検討が、
化学プロセスの安全には必要不可欠である
との理念に基づく。危険性についての研究
においては、各種実験装置を用いた実験的
手法と、量子化学計算、熱流体計算等によ
る理論計算的手法の双方が実施されていた。
そして実験設備、計算機双方とも、その陣
容は極めて充実していた。化学プロセスの
リスクアセスメント等に関する研究では、
化学プロセスの定性的・定量的リスク評価
に関する研究はもちろんのこと、本質安全
に関する研究、リスク・ベースド・アプロ
ーチに関する研究、ヒューマン・ファクタ
ーに関する研究、レジリエンス・エンジニ
アリングに関する研究、安全文化に関する
研究など、近年注目されている観点での研
究が行われていた。 
エンジニアを対象とした継続学習につい

ては、上記の研究テーマと同様に、化学物
質等の危険性から化学プロセスのリスクア
セスメント等の各種安全評価技術に関する
講義が行われており、受講者には受講証明
書と単位を発行していた。 
また、MKOPSC では、レスポンシブル・

ケアの理念を達成するため、一般企業との
コンソーシアムを設立している。コンソー
シアムの会員となると、上記継続学習等の
割引や、データベース・ソフトウェアの利
用など、各種の特典が供される。そのよう
な意識付けを行うことで、現場のエンジニ
アに教育を施す機会をできるだけ増やして、
化学プロセスの安全を担うエンジニアを育
成していきたいとのことであった。 

c. 考察 
近年、日本でも化学プラントで発生し得

る災害を想定した体感教育が注目されてい
る。それは、現場のオペレータ等の危険に
対する感度を高めることができる利点があ
る。しかし、それだけでは爆発火災災害を
根絶するには至らないことは想像に難くな
いであろう。 
平成 24 年 9 月に兵庫県で発生したアクリ

ル酸製造施設での爆発災害では、原因物質
が貯蔵されていた貯槽を冷却するために集
合した自衛消防団員及び所管の消防隊員が
多数被災した。これは、貯槽内部で起こっ
ていた原因物質の反応により貯槽が爆発す
ることを予想できていなかったことによる
ものである。この災害を防止するには、貯
槽が爆発することを予測し、その予測され
る影響の大きさに応じた対処法を立案する
ことが必要である。すなわち、現場のオペ
レータ等の危険感度の向上だけでなく、プ
ロセスのリスクアセスメント及び影響評価
に基づく予測、及びその予測結果や現場の
状況に応じた現実的な対処策の策定が、化
学プラントスケールでの大規模の爆発火災
による災害を防止するには重要である。こ
のことは、アメリカ化学工学会の化学プロ
セス安全センター（CCPS/AIChE）から発行
されている化学プラントでの非常事態（爆
発火災等）に対する計画に関するガイドラ
イン 4)でも強調されている。 
今回訪問した TEEX 及び MKOPSC は、上

記で示したプロセスのリスクアセスメント
及び影響評価に基づく予測、及びその結果
及び現場の状況に応じた現実的な対処策の
双方を具現化した形で教育及び訓練を実施
している好例であると思われる。しかし残
念ながら、日本国内ではこれだけ高レベル
の内容を提供できる教育訓練機関は存在し
ない。これは、前述したように、日本国内
からも TEEX の教育訓練プログラムへの参
加実績があることからもうかがえる。 
これだけの教育訓練機関を設立し、運営

していくには一企業等の力では不可能であ
り、TEEX 及び MKOPSC のように、公的機
関の支援が必要不可欠であると思われる。
また、爆発火災災害は特定の企業でのみ発
生するわけでなく、大企業から中小規模事
業場まですべからく発生する可能性がある。
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したがって特に、中小規模事業場への支援
という観点からも、公的機関が関わってい
くことが妥当であると思われる。 
その手始めとしては、まず大規模の爆発

火災による災害を防止するにはプロセスの
リスクアセスメント及び影響評価に基づく
予測、及びその結果及び現場の状況に応じ
た現実的な対処策の策定が重要であるとい
うマインドをもって、各々の事業場への支
援、監督を行っていくことが重要であると
思われる。 
 
Ｅ．まとめ 
 
米国における安全研究の拠点の一つであ

るテキサス A&M 大学の 2 組織、及びヨー
ロッパにおいては中規模事業所の 1 例を選
定し、当該国における化学プラントにおけ
るリスクアセスメントの実施状況などを把
握することを主眼として、調査を行なった。 
その結果、ヨーロッパで調査した中規模

事業場における化学物質及び化学反応に関
する危険性評価及び爆発火災防止のための
リスクアセスメント等へのエフォートはか
なり大きかった。また、プロセスの変更管
理への取り組みは、好事例として注目すべ
きものであった。 
米国での調査に関しては、大規模の爆発

火災による災害を防止するにはプロセスの
リスクアセスメント及び影響評価に基づく
予測、及びその結果及び現場の状況に応じ
た現実的な対処策の策定が重要であり、そ
れらを支援していくための教育訓練機関の
設立が望ましい。しかしながら、日本での
そのような体制の構築には時間が必要なこ
とから、まずは公的機関がそのようなマイ
ンドを持って、事業場が爆発火災防止対策
をとっていく支援を行っていく必要がある
と思われる。 
 
Ｆ．参考文献 
  
1) Directive 2012/18/EU of the European Pa

rliament and of the Council of 4 July 20
12 on the control of major-accident hazar
ds involving dangerous substances, amend
ing and subsequently repealing Council D
irective 96/82/EC 

2) OSHA Regulations 29 CFR 1910.119, Pr

ocess safety management of highly hazar
dous chemicals. 

3) 島田行恭、斉藤日出雄、化学プロセス産
業における変更管理のあり方、労働安全
衛生研究、Vol. 7、No. 2、pp. 89-99 (20
14). 

4) CCPS/AIChE, Guidelines for Technical Pl
anning for On-Site Emergencies, AIChE, 
New York (1995). 

 
Ｇ．研究発表 
  
特になし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
 特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
３．アーク溶接作業での感電災害防止における好事例の収集調査 

 
研究分担者 冨田 一 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所特任研究員 
研究分担者 三浦 崇 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所研究員 
研究分担者 濱島京子 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所上席研究員 
研究協力者 崔光石  （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所上席研究員 
研究協力者 遠藤雄大 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所任期付研究員 
 
 

 
 

Ａ．研究目的 
  
アーク溶接作業での感電災害防止には交

流アーク溶接機用自動電撃防止装置があり、
平成23年には始動感度を取り入れて構造規
格、技術上の指針が改正となっている。ア
ーク溶接作業を含めた感電災害防止対策等
の好事例について先進的取り組み等の調査
を行う。 
 
Ｂ．研究方法 
 
 交流アーク溶接機を多く使用している造
船業の感電災害防止等の取組みの好事例を
収集するとともに、交流アーク溶接機用自
動電撃防止装置構造規格改正後の始動感度
の現状、海外でのアーク溶接作業にともな
う感電防止に関わる規則について韓国の場
合を調査した。 
（倫理面への配慮） 
生体への影響に関わる実験ではないので特
段倫理面への配慮は不要である。 
 
Ｃ．研究結果 
 
（１） 造船所における感電災害防止対策

等の現地調査 
4 月から 6 月に行われる溶接技能訓練を

見学した。造船所は、技能訓練のための専
用の施設を持ち、教官も配置している。こ
の技能訓練は4月からの新入社員が受講し、
技能習得の後に現場に配属される。訓練の
具体的な目的は、溶接技能者資格の取得で
ある。しかし、同時に、溶接に伴う労働災
害の危険性（主に感電災害、アーク光によ
る目の障害、ヒュームによる障害）の知識
習得と、危険性に対する対策の重要性（し
ゃ光ガラス付き溶接用保護面、保護めがね、
防塵マスク、アーク溶接用手袋、前掛け、
腕カバー、足カバー、安全靴等の装備品の
使用訓練を含む）を学ぶ。また、様々なミ
スの原因となる溶接器具の整理整頓の重要
性を教育、ルールの教育・徹底を指導して
いる。 
次にアーク溶接機の整備工場を見学した。

整備工場では様々な設備の修理を行うが、
交流アーク溶接機の修理・調整、また交流
アーク溶接機用自動電撃防止装置（以下、
「自動電撃防止装置」という。）の動作確認
を行っている。自動電撃防止装置の動作確
認は「自動電撃防止装置チェッカおよび自
動電撃防止装置チェッカ用抵抗ユニット」
を使って行われている。この動作確認用計
測機器は平成23年の交流アーク溶接機用自
動電撃防止装置構造規格（以下、「構造規格」

研究要旨 アーク溶接作業での感電災害防止には交流アーク溶接機用自動
電撃防止装置があり、平成 23 年には始動感度を取り入れて構造規格、技術
上の指針が改正となっている。アーク溶接作業を含めた感電災害防止対策等
の好事例について先進的取り組み等の調査を行った。今年度は、昨年度に引
き続き交流アーク溶接機を多く使用している造船業の感電災害防止等の取
組みの好事例を収集するとともに、始動感度の現状、韓国におけるアーク溶
接作業にともなう感電防止の規則を調査した。 
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という。）に始動感度の規定が設けられる以
前に製造されたものであり、多くの事業場、
製造現場で使用されている平成 23年以前の
構造規格に基づく交流アーク溶接機の動作
確認には有効である。 
構造規格改正に伴って新たに規定された

始動感度に基づく自動電撃防止装置を内蔵
する交流アーク溶接機は数台が導入されて
いた。しかし、構造規格改正による始動感
度を測定可能な計測機器は市販されていな
いため、自動電撃防止装置の動作確認はメ
ーカーによるメンテナンスに依存している。 
始動感度が規定された構造規格に基づく

自動電撃防止装置を内蔵した交流アーク溶
接機が数台導入されていたので、その使用
感について調査した。その結果、現場への
ヒアリングと溶接試験を実施し、現場作業
者に確認したところ、これまでとまったく
変わりがないとのことであった。しかし、
交流アーク溶接機を使用するのは艤装（装
備を取り付ける工程）の取付職であるため、
溶接職がするような連続溶接やアークを発
生させたり、止めたりする断続的な溶接作
業はしていない。特に断続的な溶接では始
動感度の上限値が 260Ωとなったことでア
ークが発生しにくくなる可能性があるので、
試験を実施したが、アークが発生しにくく
なるようなことはなかった。したがって、
まったく従来型と変わりなく、作業を行う
ことができるとのことだった。 
また、感電を体感し教育する施設を有し、

安全教育が机上の空論にとどまらず、作業
者にとって新鮮に感じられるような工夫を
していた。これは業界団体による安全衛生
対策の推進の一環である。その活動として
作成された安全体感マニュアル集（疑似体
験 再現朝礼 体感施設）では、感電、墜落
転落など 11 種の災害が掲載されている。感
電では、溶接用フォルダーの漏電実験、電
路の短絡実験、また、微弱電流による感電
体験などが掲載されている。 
 
（２） 配線用遮断器、漏電遮断器等の製

造・販売会社の調査 
 調査した会社では、以前には自動電撃防
止装置の始動感度、安全電圧、遅動時間等
の点検装置を製造・販売していた。交流ア
ーク溶接機のユーザーからは、定期点検の

際に自動電撃防止装置の始動感度を測定で
きる点検装置の市販の要望があった。現状
では、点検は、交流アーク溶接機のメーカ
ーや機器レンタル会社等で行っている。今
回調査した会社では、販売の採算があえば、
製造販売ができるが、需要からすると価格
が高くなる事情があるため、一般ユーザー
向けの商品よりも、過去に特注によって点
検装置を製造販売した方法での対応が今後
も続くものと思われる。 
漏電遮断器については、事業所用配電盤

での普及は常識となりつつあるが、家庭用
配電盤でも標準となっている。したがって、
固定配線における漏電防止はかなり進んで
いると考えられる。一方、例えば建設業な
どでの仮設配線や移動配線では漏電遮断器
を設置しにくい状況もあり得る。この場合、
コンセントとプラグとの間に挿入可能な漏
電遮断器が開発されており、普及も進んで
いくと思われる。よりコンパクトで使い勝
手の良い製品が開発されており、現在では
高圧あるいは特別高圧よりも死亡災害件数
の多い低圧に起因する感電災害の防止効果
が期待できる。 
 
（３） 交流アーク溶接機用自動電撃防止

装置の特性調査 
 平成 23 年には構造規格に始動感度が取
り入れたことから、当該構造規格に基づき
製造された外付け及び内蔵の自動電撃防止
装置について始動感度を中心として特性を
確認した。調査したのは図 1、表 1 に示す
内蔵型 2 機種と外付け型（出力側遮断）1
機種の合計 3 機種である。安全電圧の確認
には、デジタルマルチメータ（YOKOGAWA、
753704）を用いて実効値で測定した結果、
安全電圧の仕様では 18～22V であるが、測
定値では 19～21V であった。これらは構造
規格の第 12 条で定められた実効値で 30V
以下をいずれも満足しているものであった。 
また、始動感度については、交流アーク

溶接機の二次側にすべり抵抗器を接続して、
抵抗値を 500Ωから徐々に小さくして、自
動電撃防止装置の電磁接触器が作動したと
きの抵抗値をデジタルマルチメータ
（YOKOGAWA 、753704）で測定して始
動感度とした。交流アーク溶接機に内蔵あ
るいは外付けされる自動電撃防止装置の始 
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(a) A（内蔵） 

 
 

 
(b) C（内蔵） 

 
図 1 試験に使用した自動電撃防止 

装置内蔵の交流アーク溶接機 
 

表 1 自動電撃防止装置の始動感度 
 A（内蔵） B（外付け）

出力側遮断 
C（内蔵） 

 仕様 測定

値 

仕様 測定

値 

仕様 測 定

値 

安全

電圧 

22V 21V 22V 19V 18V 19V 

標準

始動

感度 

180 



151 

 

180 

 

120 

 

120 

 

159 

 

遅動

時間 

約1s 0.8s 約1s － 約1s 1.16s 
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図 2 自動電撃防止装置（A（内蔵）の場合
の溶接機の二次側出力電圧変化（テストボ
タンによる） 

 
 

動感度の仕様では 120～180Ωであるが、測
定値では 120～159Ωであった。これらは構
造規格の第 13条の 2で定められた 260Ω以
下をいずれも満足するものであった。 
自動電撃防止装置（A（内蔵））のテスト

ボタンを押したときの交流アーク溶接機の
二次側の電圧変化を図 2 に示す。安全電圧
から溶接機無負荷電圧になり、0.8 秒後に再
び安全電圧となっていることがわかる。 
 
（４） 韓国の規制・規格 
アーク溶接作業は感電災害の危険性が高

いことから、リスクアセスメントや保護具
の着用、危険低減装置の使用などの対策が
採られている。今回は、韓国について調査
した。 
１）韓国の場合 
韓国では我が国のアーク溶接作業による

感電防止と類似した規則を導入している。
産業安全保健基準に関する規則（労働安全
衛生規則）第 306 条（交流アーク溶接機な
ど）においては、感電危険性の高い次の場
合には自動電撃防止装置を設置することが
義務づけられている。また「アーク溶接装
置の設置及び仕様に関する技術指針」
（KOSHA GUIDE E-76-2013、韓国産業安
全健康公団）においても同様の規定がなさ
れている。 
１．船舶の二重船体内部、若しくは Ballast
タンク、若しくはボイラー内部等導電体に
囲まれた場所 
２．墜落する危険性がある高さ 2ｍ以上の場
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所で鉄骨等導電性の高い接地物に労働者が
接触するおそれがある場所 
３．作業員が水、発汗などで導電性が高く
湿気の多い状態で作業する場所 
 上記の 1、2 は我が国の労働安全衛生規則
第 332 条と同じであるが、3 に挙げられた
「作業員が水、発汗などで導電性が高く湿
気の多い状態で作業する場所」は我が国の
労働安全衛生規則には定めがない。 
 
Ｄ．むすび 
 
始動感度の上限値が取り入れられた自動

電撃防止装置の使用感は、上限値が定めら
れていなかった従来の自動電撃防止装置と
変わらないこと、自動電撃防止装置の始動
感度などを試験する装置が市販されていな
い現状を確認した。 
自動電撃防止装置の始動感度を測定した

結果、構造規格に定められた上限値を満足
していることを確認した。 
韓国におけるアーク溶接作業による感電

防止の規則を調査した結果、日本と類似し

ていることがわかったが、水、発汗などで
導電性が高く湿気の多い状態で作業する場
所で自動電撃防止装置の使用が義務づけら
れている点が相違していた。 
 
Ｅ．研究発表 
 
１．論文発表 
①冨田一，静電誘導等が原因で発生する感
電災害，安全と健康，Vol.67，No.7， 
pp.28-29，2016． 
②三浦崇 ，統計でみる感電災害の現状，北
海道のでんき，Vol.724，pp.4-13，2016． 
③三浦崇，夏の感電死亡リスクと年齢別感
電災害発生率，クレーン，Vol.54, No.628，
pp.37-41，2016． 
④三浦崇 ，年齢ごとの災害発生件数（１），
建設の安全，No.526，pp.8-11，2016． 
⑤三浦崇，年齢ごとの労働災害発生率（2），
建設の安全，No.527，pp.3-7，2016． 
⑥三浦崇, 高橋明子，労働災害発生率と年齢
との関係 ，労働安全衛生研究，Vol.10, No.1，
pp.33-43，2017． 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
４．陸上貨物運送事業における好事例の収集調査 

 
研究分担者 日野泰道 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所上席研究員 
研究分担者 高橋弘樹 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所主任研究員 
研究代表者 大幢勝利 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所労働災害調査

分析センター長 
 

研究要旨 陸上貨物運送事業における労働災害では、トラックの荷台か
ら墜落して被災する事例が数多くみられる。そこで当研究所では、荷役
作業時における墜落災害防止に関する厚生労働省委託事業を実施し、平
成 25 年の荷役作業の安全対策ガイドラインの基礎となるデータ 1)を提
供してきた。本年では、当研究所の研究成果として提案した荷台からの
墜落防止対策の普及の状況や諸外国での取組みについて調査を行った。 
 
 

Ａ．研究目的 
 陸上貨物運送事業における労働災害では、
荷役作業中の墜落・転落災害が死傷災害の
約３割を占め、その大半は、トラックの荷
台等で発生している。これらの墜落・転落
災害の防止を図る上での大きな課題の一つ
として、トラック等へ墜落・転落防止設備
の設置が技術的に整備されておらず、効果
的・根本的な対策の確立が強く求められて
いた。 
このような背景のもと、平成 20 年および

平成21年に実施された厚生労働省委託事業
では、トラック等に安全帯を取り付けるた
めの設備等や、荷役作業時における墜落・
転落災害を防止するための安全作業方法等
について、検討を行い、安全マニュアルを
作成するとともに、実行可能な墜落防止設
備として、４種類の工法の開発を行った。
本研究では、安全マニュアルおよびそれら
工法の普及状況について検討を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
 トラックの荷台からの墜落災害の典型例
としては、図１に示す①荷の積み卸し作業
中の災害、図２に示す②荷の締め作業中の
災害、図３に示す③荷のシート掛け作業な
どが挙げられる。そのため、これらの典型
事例に対する基本的な安全対策として、そ
れぞれ図４、図５、図６の対策として取り
まとめ、安全マニュアルに盛り込んだもの

である。 
また当研究所で考案した４種類の工法を

図７（トラック積載型の墜落防止設備：あ
おりの上に作業床を取り付けるタイプ）、図
８（トラック積載型の墜落防止設備：安全
帯取付設備を取り付けるタイプ）、図９（荷
主庭先据置型：あおりの上に作業床を取り
付けるタイプ）、図１０（荷主庭先据置型の
墜落防止設備：荷の横に墜落防止策を取り
付けるタイプ）に示す。 
図７、図８に示す工法は、トラックの荷

台に墜落防止設備を常時積み込んでおき、
任意の箇所での安全対策で利用できる点に
特徴がある。図７の工法では荷台に荷が多
く詰まれた状況において、作業床が確保で
きる利点がある。図８の工法では、安全帯
取付設備を確保し、特に当該設備を設けた
反対側での作業において、荷台から墜落・
転落自体の防止も期待できる。一方、図９、
図１０に示す工法は、墜落の危険自体を防
止できる点で有効な対策と考えられる。た
だし荷主庭先での作業に対策が限定されて
しまう点に制約がある。 
ガイドラインが制定されてから数年が経

過したが、今回の調査の結果、当研究所で
考案した工法に類似した製品が開発され、
市場に供給されているとの情報を得たので
当該製品の使用状況やその普及状況につい
て調査を行った。また諸外国での取組みに
ついても併せて調査を行った。 
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図１．荷の積み卸し作業における災害事例 
 
 

 
 

図２．荷の締め作業における災害事例 
 
 

 
 

図３．荷のシート掛け作業における災害事例 
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図４．荷の積み卸し作業における基本対策 

 

 
 

図５．荷の締め作業における基本対策 

 
図６．荷のシート掛け作業における基本対策 
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トラック積載型の作業床をあおりに取り付けた状態 

 

トラック積載型の作業床を収納した状態 

図７．トラック積載型の墜落防止設備（あおりの上に作業床を取り付けるタイプ） 



35 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

トラック積載型の安全帯取付設備に安全帯をかけた状態 

 

支柱を接続した鋼管 

図８．トラック積載型の墜落防止設備（安全帯取付設備を取り付けるタイプ） 
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荷主庭先据置型の作業床をあおりに取り付ける前の状態 

 

荷主庭先据置型の作業床をあおりに取り付けた状態 

 

図９．荷主庭先据置型（あおりの上に作業床を取り付けるタイプ） 
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図１０．荷主庭先据置型の墜落防止設備（荷の横に墜落防止策を取り付けるタイプ） 
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Ｃ．研究結果 
トラックの荷台に資材を積み込む作業場

において、調査した結果を以下に示す。図
１１に示した墜落防止設備は、図９で示し
た荷主庭先据置型の墜落防止設備に類似し
たものである。本設備は、あおりの上に作
業床を設置するタイプと荷の横に墜落防止
策を取り付けるタイプを組み合わせた方式
となっている。図１２(a)に示すとおり、作
業床に取り付けられた４つの車輪により、
容易に移動・位置調整を行うことが可能で
あることが分かる。地上から荷台までの昇

降設備を備え、荷台の反対側および妻側に
は、手すり・中さん・つま先板を供えてい
る。荷積み・荷卸し作業では、その手すり
部分に安全帯を取り付け、荷台に上がって
作業を行うこととなる。なお、車体が長い
場合などでは、本装置を縦に２台設置し妻
側の部分で連結させることも可能となって
いる。現場では、複数の荷主庭先据置型の
墜落防止設備を用いて対策を講じていた。
作業者にコメントを求めたところ、設置が
容易で作業がしやすいとの事であった。た
だし課題として、トラックの荷台の高さが

 
図１１．現場で使用されていた荷台から墜落防止対策 

 

 
(a) 荷主庭先据置型の墜落防止設備を設置している状況   (b) 荷締め作業の状況 

図１２．現場での作業状況 
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トラックの種類によって異なるため、当該
設備と荷台の高さが合わない場合があるこ
とが挙げられる、とのことであった。様々
な種類のトラックに対応可能な製品が期待
される。 
 図１３に示したのは米国における安全大

会にて展示されていたトラックからの墜落
防止設備である。米国においてもトラック
の荷台からの墜落災害が発生しており、そ
の防止対策が必要とされているとのことで
あった。図１４に示すように、これらの機
材は荷台からの墜落防止のみならず様々な 

 
図１３．米国におけるトラック積載型の墜落防止設備 

 

図１４．当該設備は様々な用途として使用 
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図１５．日本における製品の動向 

 
用途でも利用されているようである。 
日本市場においても、トラックの荷台か

らの墜落防止対策のための製品が少しずつ
充実してきている。図１５に示したものは、
トラック積載型の墜落防止設備として日本
で製品化されたものである。図１５の左に
みられるような手すり付きの製品や同図中
央のようなシンプルな構造のものが製品化
されている。なおこの中央の写真で示した
製品のあおり部分を撮影したのが同図右の
写真である。上端部にｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ状のバネがつ
いており、トラックの荷台の高さに応じて、
昇降設備の長さを変えることができるよう
になっている。 
 
Ｄ．考察 
 
製品化されたトラック積載型の墜落防止

設備の土台となる部分は、軽量であるとと
もに、昇降設備を備えており、実用的なも
のとなっている。また昨年度と比較して製
品が多くなってきており、加えてトラック
の荷台の高さに応じて昇降設備の高さを調
整できるものに改良が加えられている点で
進歩が見られる。 
一方、製品化された荷主庭先据置型の墜

落防止設備については、完成度が高く、そ

の普及が望まれる。当該製品の課題として
は、昨年度と同様、作業床の高さとトラッ
クの荷台の高さの調整を簡易に行う方法を
整備することと思われる。 
 
Ｅ．結論 
本年の調査により、荷役作業の安全対策

ガイドラインの解説等で示された工法のう
ち、トラック積載型および荷主庭先据え置
き型の両タイプの墜落防止機材が実用化さ
れていることが分かった。また米国におい
てもトラックからの墜落防止対策が重要な
課題の一つとされており、様々な機材が製
品化されていることが分かった。 
 
参考文献 
1) 荷役作業時における墜落等災害防止対

策の開発及び普及事業 報告書、平成 21
年 3 月、独立行政法人労働安全衛生総合
研究所 

2) 荷役作業時における墜落等災害防止対
策の開発及び普及事業 報告書、平成 22
年 3 月、独立行政法人労働安全衛生総合
研究所 

3) 陸上貨物運送事業における荷役作業の
安全対策ガイドライン、2013 年 8 月、
厚生労働省 
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4) 荷役作業安全ガイドラインの解説、厚生
労働省 HP http://www.mhlw.go.jp 

 
Ｆ．研究発表 
 特になし。 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
 特になし。 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
５．小売業・飲食店における行政推進施策好事例モデルの提案 

―労働災害防止用パンフレットの制作－ 
 
研究分担者 高木元也 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所リスク管理研究

センター長 
 

研究要旨 小売業・飲食店の主要業態別にみた労働災害発生状況の特徴、
安全教育のポイントなどを整理し、それらを基に労働災害防止用パンフレ
ットを制作し、全国の労働局及び労働基準監督署、中央労働災害防止協会
等にそれを配布することにより、新しい労働安全衛生行政施策を提案した。 
 

Ａ 調査の目的 
小売業、飲食店の労働災害防止が喫緊の

課題である。中長期的に労働災害発生状況
をみると、製造業や建設業は顕著に減少す
る中、第三次産業は未だ増加傾向にあるこ
とは極めて憂慮すべき事態である。 
このため、厚生労働省は、第 12 次労働災

害防止計画（計画年度：平成 25 年度～平成
29 年度）において、小売業、飲食店、社会

福祉施設等を対象に労働災害件数の減少を
重点目標に掲げるなど、第三次産業対策を
重点的に推進している。特に、労働者の転
倒災害、腰痛災害等、防止には労働者個人
の行動に着目する必要がある災害を行動災
害と称し重点課題に掲げている。 
小売業・飲食店の労働災害防止を推進す

るにあたり、多店舗展開（チェーン展開）
している企業には様々な経営形態、商品提

 
表 1 多店舗展開小売業における主要業態

1. 総合スーパー 
衣食住にわたるフルラインの品揃えで、日常的に需要の

高い商品が中心である。価格は廉価な大衆消費価格で、セ
ントラルバイイングとチェーンオペレーションシステムに
基づく「大量仕入れ・大量販売」。セルフ販売が中心。 

7. 家電・家具量販店 
電化製品、家具等の充実した品揃えを低価格でセルフ販

売する。近年、チェーンオペレーションシステムに基づく
多店舗展開も急速に進展。 

2. 食品スーパー 
1970 年代後半以降に普及した、アメリカ型のローカルチ

ェーン方式に基づくスーパーマーケットである。ローカル
チェーンオペレーションシステムに基づき、廉価な大衆価
格で食料品をセルフ販売する業態である。 

8. ホームセンター 
日曜大工用品、建材、カー用品、園芸用品、台所用品、

家電製品等、家庭生活用品全体を低価格でセルフ販売する
チェーンストア業態を指す。 

3. 衣料品スーパー 
カジュアルファッション、靴、身の回り品、ベビー用品、

寝具、作業服、ファッション分野の充実した品揃えを廉価
で提供する。大型店中心、多店舗展開、セルフ販売方式。 

9. ドラッグストア 
医薬品、化粧品、トイレタリー用品等をセルフ販売する。

調剤薬局併設もある。健康・美容・生活快適商品のみを扱
う「ファーマシータイプ」、日用雑貨、加工食品等も販売す
る「ドラッグタイプ」、実用衣料、日配食料品も取り扱う「ス
ーパードラッグストア」等に細区分される。 

4. 住生活スーパー 
ファンシー雑貨、生活雑貨、インテリア雑貨、ホビー雑

貨、文房具、化粧品等をセルフ販売するバラエティストア
が代表的。また、100 円ショップ等、ワンプライスショップ
の他、大型書店、大型 CD 店、大型文具店等も含まれる。 

10. コンビニエンスストア 
飲食料品をはじめとする生活必需商品を、小規模店舗に

コンパクトに収納してセルフ販売する。早朝から深夜に至
る長時間営業を行う。フランチャイズチェーン方式を基本
とした多店舗展開を図っている。 

5. ディスカウントストア 
人件費、減価償却費、地代・家賃等固定費の圧縮と、独

自の商品調達ルートの開拓、大量計画発注、物流や在庫管
理システムの合理化等を通じた変動費の低減により低価格
を実現する業態。 

11.無店舗販売 
通信販売や訪問販売、自動販売機による販売のように，

店舗を通さず商品の販売を行う業態である。ヤクルト、生
協の配達販売等がある。 

6. 百貨店 
衣食住の極めて幅広い領域にわたる商品を対面販売で提

供する。有力メーカーや有力卸売業者に対する消化仕入れ
方式に基づく委託販売が特徴。通常、チェーンオペレーシ
ョンシステムではなく、店舗単位のオペレーションを採用。 
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供方法等があり、その特性を踏まえること
が必要である。 
例えば、小売業の頻発労働災害の一つに

包丁等による切れ・こすれ災害があるが、
食品を扱う小売業の中でも、セントラルキ
ッチンを有しそこで調理を行い各店舗に共
同配送している業態もある。それらの店舗
ではほとんど包丁を使わず、切れ・こすれ
災害の発生は極めて少ない。労働災害防止
対策を検討する上で、このような各種業態
の特徴を踏まえることは重要である。 
そこで、新たな行政推進施策の好事例モ

デルを提案することを目的に休業 4 日以上
死傷災害データ（以下、死傷災害という）
の分析結果などを基に、主要業態別にみた
労働災害発生状況の特徴を整理するととも
に、再発防止対策として昨年度の好事例調
査結果に基づき安全教育ポイントなどを抽
出し、それらを基に労働災害防止用パンフ
レット制作を制作した。 
 
Ｂ．調査の内容 
１．小売業 
(1)主要業態 
多店舗展開している小売業には様々な業

態がある。主要業態を表 1に示す。 
 
(2)小売業の労働災害発生状況 
死傷災害の推移をみると、平成 17 年から

平成 27 年の間、製造業は-28.1％、建設業
は-31.9％と大幅に減少したが、逆に、小売
業は+1.0％増加している。 
小売業の死傷災害を事故の型別にみると、

最も多いのは「転倒」で全体の 3 分の 1 以
上を占める。次いで、「動作の反動・無理な
動作」、「墜落・転落」、「切れ・こすれ」の
順に多い。 
これを主要業態別にみると、衣料品スー

パーは、墜落・転落災害が一番多いなど、
業態別に様々な特徴がある。家電・家具量
販店は他の業態と比べ、崩壊・倒壊災害、
激突災害が多く、ホームセンターは飛来・
落下災害が多い。また、ドラッグストアは
崩壊・倒壊災害が多く、コンビニエンスス
トアは高温・低温物との接触災害（ヤケド）
が多い。また、切れ・こすれ災害がほとん
ど見受けられない業態は数多い。 
小売業は、女性の被災者を想像しがちで

あるが、男性の被災者が多い業態がある。
小売業全体では男性の被災者は 26.6％に留
まるが、家具・家電量販店では男性が 57.6％
と半数を超え、ホームセンター、住生活ス
ーパー、無店舗販売も男性の被災者が 40％
を超えている。 
小売業は、中高年齢の被災者が多いと思

われがちである。実際、小売業全体では 40
歳以上が 70％を超え、業態別にみても、百
貨店 80.3％、総合スーパー80.1％、食品ス
ーパー76.0％と40歳以上がとても多く被災
している。 
しかし一方、衣料品スーパーは 40歳以上

の被災者は 46.0％に留まり、逆に 29歳以下
が 35.8％も被災している。住生活スーパー
も同様の傾向である。 
ただ、コンビニエンスストアは、被災者

は若年齢層に集中するイメージが持たれが
ちであるが、30代 40 代を中心に各年代で被
災している。 
表 1の業態を対象に、企業ブランド 別に

労働災害発生状況をみると、上位 30企業ブ
ランドは、合計 46.8％と半数近くを占め、
労働災害の発生が集中している。これらに
対し、重点的な対策が求められる。 
 

(3)業態別にみた労働災害の特徴と安全教育
のポイント 
小売業の主要業態別に、労働災害の特徴

と再発防止策として安全教育のポイントな
どを以下に示す。 
 
1)総合スーパー 
労働災害発生率が高い業態である。①大

量な荷捌き、頻繁な商品の補充、狭いバッ
クヤード、水や油で濡れた床等に起因した
転倒、腰痛、墜落等、②包丁等による切れ、
③スライサー等へのはさまれ・巻き込まれ
など、リスクが高い。中高年齢の女性パー
トタイマーの被災が多い。 
ベテラン店員の労働災害が多く、慣れや

油断等による労働災害防止意識を高める教
育・指導が必要である。 
2)食品スーパー 
総合スーパーと同様、労働災害の発生率

が高い。バックヤードでの水や油で濡れた
床等に起因した転倒、包丁等による切れが
多い。中高年齢の女性パートタイマーの被
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災が多い。作業は、台所仕事の延長線上と
思われがちであるが、食材の幅の広さ、取
扱量の多さ、使用器具等に大きな違いがあ
る。中高年齢の女性パートタイマー等に対
し、作業のリスクを教育する必要がある。 
3)衣料品スーパー 
取扱商品のアイテム数が多いため陳列棚

が高く、脚立等からの墜落災害、荷物の飛
来・落下災害が多い。また、陳列密度が高
いと限られた作業空間で無理な姿勢をとり
やすく、腰痛等の労働災害が発生しやすい。
経験の浅い新入店員の労働災害が多い。 
アルバイトを含む若手店員の労働災害が

多いことに対応するため、雇入時教育、OJT
体制の充実が求められる。 
4)住生活スーパー 
衣料品スーパー以上に取り扱う商品アイ

テム数が多く、陳列密度が高い。このため、
無理な姿勢での作業が多く、さらに重い商
品を取り扱うこともあり、腰痛等につなが
っている。高陳列密度に伴う陳列棚の高さ
により、墜落災害、飛来・落下災害も多い。
経験の浅い新入店員、若い年齢層の労働災
害が多い。男性の被災も多い。経験の浅い
新入店員、若い年齢層に対応した雇入時教
育や OJT 教育、さらには男性向け教育も求
められる。 
5)ディスカウントストア 
他よりも価格訴求が重視され経営効率性

が優先されるため、労働災害リスクは高い
おそれがある。バックヤードでの食品取扱
時の切れ・こすれ災害、俗に「ジャングル
陳列（圧縮陳列）」と呼ばれるような無理な
商品・在庫の集積がもたらす飛来・落下災
害、台車やカーゴ等に起因する激突され災
害も多い。経験が浅い店員の労働災害が多
い。新入店員に対する雇入時教育、OJT 体
制の充実はもとより、労働災害の発生が各
年代に分散していることに対応するため、
経験年数や年齢層が異なる様々な店員に対
し、きめ細かな対策が必要である。 
6)百貨店 
店舗が広く、従業員の作業エリアが広い

ことなどから転倒災害が多い。天井高が高
く脚立等を用いた作業が多くなり墜落災害、
飛来・落下災害が多い。台車やカーゴ等に
よる激突され災害も多い。中堅・ベテラン
店員の被災が多い。 

中堅・ベテラン店員に対し慣れや油断に
よる労働災害防止のための教育・指導が必
要。また、百貨店は派遣社員が多く、派遣
社員に対する安全教育の充実も求められる。
7)家電・家具量販店 
取り扱う商品が重く腰痛等が多い。商品

の移動には台車が必要なため、激突災害も
多い。照明器具等のディスプレイは、高い
天井に商品を配置する必要があり、墜落災
害のリスクも高まる。山積みにした商品の
倒壊、折りたたんで立てかけた台車等の倒
壊等による災害が多い。性別では男性、年
齢別では 30 代～40 代の現場の第一線で働
く年齢層に労働災害が多い。30 代～40 代の
現場の第一線で働く年齢層に対する教育、
男性の特徴を生かした教育が求められる。
8)ホームセンター 
天井高が高く陳列棚が高く、また、取り

扱う商品が重量物で、割れ物等様々なアイ
テムにわたるため、墜落災害、飛来・落下
災害が多い。男性の被災が多い。40 代、50
代が数多く被災しており、多様な商品を扱
うことから商品知識が重視され、中堅男性
店員の負荷が大きいおそれがある。 
男性ベテラン社員向けの教育、心身機能

低下に関わる高年齢者教育も求められる。
9)ドラッグストア 
狭い店舗内に多くのアイテム数の商品を

配置する業態。しかも商品補充の頻度が高
く無理な動作による腰痛等につながりやす
く、高陳列密度で商品補充の頻度が高く墜
落災害も多い。また、バックヤードが狭い
店が多く、在庫品を無理に積み上げ倒壊リ
スクが高まる。30 代～50 代の労働災害が多
いのは、主力商品である医薬品や化粧品の
販売に専門知識が求められ、多様な商品を
取り扱うため機動力が必要なことなどから、
店員の年齢構成が 30 代～50 代中心である
ことに由来していると考えられる。 
このため 30 代～50 代を中心とした安全

教育の充実が必要である。 
10)コンビニエンスストア 
商品補充が極めて高頻度なため、店舗が

狭いにもかかわらず、少数の従業員が絶え
ず店内での作業を求められ、転倒災害の多
発につながっている。最近は、おでん、肉
まん等に加え保温惣菜の取り扱いが定番化
し、店内調理を売りとする店も増え、ヤケ
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ドの発生が多くなっている。また、労働災
害の 3 分の 1 以上が、22 時台～6 時台の深
夜・早朝時間帯に発生しており、夜間・早
朝の救急対応が求められる。労働災害防止
活動は、通常、フランチャイズ本部による
マニュアル指導であるため、内容は画一的
とならざるを得ない。フランチャイジー（加
盟店オーナー）に対し、店舗特性に応じた
きめ細やかな労働災害防止活動が求められ
る。 
11)無店舗販売 
無店舗販売の多くは、配達販売であり、

交通事故が大きな課題となる。併せて、限
られた時間内での配達が求められることか
ら、焦りがもたらす激突災害も多い。男性
で 30 代～40 代の被災が多いが、配達員は
この年代の男性が多いと考えられる。配達
時の交通安全教育、特に、焦りは禁物を浸
透させることが必要である。  

 
(4)小売業の労働災害防止対策 
小売業には様々な業態があり、その業態

特性に応じた効果的な労働災害防止対策が
必要である。労働災害防止には、まず、そ
こで働く人の安全意識を向上させるための
教育が必要である。そして、具体策には、
安全性とともに作業性を向上させる対策
（業務改善等）が有効である。整理整頓は
その代表格。また、滑りにくい安全靴、保
護手袋、保護衣等、保護具の着用、台車、
ロールボックスパレット、脚立、包丁、ス
ライサー等の正しい使い方、自動車、バイ
クの運転等について、安全のルールづくり、
安全教育の充実等が求められる。 
 
２．飲食店 
(1)主要業態 
多店舗展開している飲食店にはさまざま

な業態がある。主要業態を表 2に示す。 
 
(2)飲食店の労働災害発生状況 
平成 17 年～27 年の死傷災害の推移をみ

ると、製造業、建設業が大幅に減少する中、
飲食店は+21.6％と大幅に増加している。 
飲食店の死傷災害を事故の型別にみると、

小売業同様、「転倒」が 27.7％を占め最も
多いが、「切れ・こすれ」も 25.4％を占め、
「転倒」に迫るほど多い。次いで、「高温・

低温物との接触」、「動作の反動・無理な動
作」、「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込ま
れ」の順に多い。 
死傷災害発生状況を、今度は主要業態別

にみてみると、ハンバーガーショップは「高
温・低温物との接触」が最も多く、回転寿
司は「切れ・こすれ」が「転倒」を大きく
上回る。また、配達飲食サービスは「交通
事故（道路）」が最も多い。 
被災者の性別は、小売業と比べ男性が多

い（男性の被災割合は、小売業の 26.6％に
対し、飲食店は 40.3％）。これは、労働災
害発生リスクが高い調理作業を男性が担う
ケースが多いためと考えられる。チェーン
系居酒屋、ラーメン店でこの傾向が特に強
い。一方、配達飲食サービスも男性の割合
が高いが、これは小売業の無店舗販売と同
様、配達員は男性が多いことによるものと
考えられる。大半の業態で 20代の被災割合
が最も高く、40代～50 代が中心の小売業と
比べ、飲食店は若年齢層が被災している。
特に、チェーン系カフェ、チェーン系居酒
屋、丼物（ファストフード）、配達飲食サー
ビスはこの傾向が強い。一方、持ち帰り飲
食サービスは、50 歳以上の被災が全体の半
数近くを占める。 
表 2の業態を対象に、企業ブランド 別に

死傷災害発生状況をみると、小売業同様、
上位 30 企業ブランドは、合計 48.4％と半
数近くを占め、死傷災害の発生が集中して
いる。重点的な対策が求められる。 
 
(3)業態別にみた労働災害の特徴と安全教育
のポイント 
飲食店の主要業態別に、労働災害の特徴

と再発防止策として安全教育のポイントな
どを以下に示す。 
1)ファストフード 
商品は工場やセントラルキッチンで調理

され、店舗では揚げる、焼く、温める等が
主要な作業になることから、高温・低温物
との接触（ヤケド等）が最も多い。 
①ハンバーガー 
高温・低温物との接触（ヤケド等）が 3

分の 1 近くと最も多く、切れ・こすれは 1
割強にとどまる。複数階にわたる店舗が少
なくないこと、店舗が狭く作業スペースが 
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表２ 多店舗展開飲食店における主要業態 

1. ファストフード 
注文から 5 分程度以内の短時間で手軽な食品を提供す

る。ハンバーガー、フライドチキン、ドーナツ、サンドイ
ッチ、牛丼等丼物、うどん等の店舗がある。客単価は 500
円前後と低いが、顧客の店内滞留時間が短く、高回転率で
低価格をカバーする。セントラルキッチンで調理したもの
を準備し、店は最終仕上げだけを担う。商品はカウンター
受け渡し、セルフサービスを基本とする。徹底したマニュ
アル化が図られ、従業員は特別のスキルを必要とせず、パ
ートやアルバイトが大部分を占める。 

5. チェーン系カフェ 
「コーヒーショップ」と「エスプレッソ・バー」の 2

タイプ。前者はファストタイプで、廉価、カウンターサー
ビス、セルフサービス、テイクアウト販売等が特徴。一方
後者は、より本格的なコーヒーを提供し、やや割高、テー
ブル席中心などは違うが、ファストタイプに変わりはな
い。ケーキなどを併せて小売する。サンドイッチ等を店内
調理、パスタ等の軽食を提供、夜はアルコール等を提供す
るところもある。 

2. チェーン系専門飲食店 
 ラーメン、回転寿司、中華、大衆食堂、とんかつ、焼肉、
カレー、ハンバーグ、ステーキ等、カテゴリーは多岐にわ
たる。ファミリーレストランと比べ、①テーブル配置の密
度がやや高く、カウンターを主とするものもある、②マニ
ュアルサービスを基本としつつ、ファミリーレストランよ
りきめ細かな接客を行う、③仕込み等は共同のセンターで
行うが、調理は各店舗の厨房で対応するウエイトが高いな
どの相違点がある。 

6. 配達飲食サービス 
店舗で調理したものを顧客が求める場所に届ける。学

校、病院等の給食も含まれる。加えて顧客の求める場所で
調理したものを提供する業態も含まれる。代表的なものと
して、宅配ピザ屋、仕出し料理・弁当屋、デリバリー専門
店、給食センター、ケータリングサービス店等がある。 

3. ファミリーレストラン 
家族連れの顧客に対応するため、ゆったりとしたテーブ

ル配置等による空間づくり、幅広いメニューを廉価な価格
で提供する。コストダウンのためドリンクバーなどのセル
フサービス併用の場合も多い。セントラルキッチン方式を
採り、厨房では、温める、焼く、揚げるなどの加熱処理と
盛り付けが主たる作業となる。メニューは、西洋料理を中
心に和食、中華等もそろえるところが多いが、イタリアン、
和食、中華等、特定ジャンルを提供する店も増えている。 

7. 持ち帰り飲食サービス 
店内に飲食用設備を持たず、顧客は、注文し店内で調理

されたものを持ち帰る。また車両等を使い、不特定な場所
で、顧客は、注文し調理されたものを持ち帰る業態もある。
持ち帰り寿司店、持ち帰り弁当屋、クレープ屋、移動販売
（調理を行うもの）等がある。 

4. チェーン系居酒屋 
従来からあった個店経営の居酒屋や小料理屋に対し、店

舗が大きく料理メニューが豊富である。飲み物も、ビール、
焼酎、日本酒という定番ドリンクだけでなく、ワインや各
種のサワー、ソフトドリンクなど品揃えが豊富で、女性客
や家族連れでも気軽に利用できるという特徴もある。かつ
てはセントラルキッチンで調理済みの料理を提供するも
のが多かったが、近年は仕込みまでをセンター処理し、調
理は店内で行う形が主流になりつつある。 

 

 
窮屈になりがちなことなどが、墜落・転落、
飛来・落下の発生が飲食店平均以上の要因
と考えられる。若年のアルバイト店員より、
ベテラン店員の死傷災害が多い。これは、
ベテラン店員は死傷災害リスクが高い厨房
業務が多いこと、多くの新入店員を抱える
中で、ベテラン店員への負担が大きいなど
が要因に考えられる。 
フランチャイズ店が主体なため、フラン

チャイズ店に対する安全教育、安全管理の
徹底が必要である。 
②丼物 
ハンバーガーと比べ、店舗内での調理作

業のウエイトが高くなることから、切れ・
こすれが最も多い。併せて、ファストフー
ドの特徴である高温・低温物との接触（ヤ
ケド等）も飲食店平均を大きく上回る。死

傷災害の 4 分の 1 以上が 22 時台～6時台が
発生している。 
包丁等の取り扱い、ヤケド防止対策、夜

間・早朝の緊急連絡方法や救急処置等の教
育が求められる。  
2)チェーン系専門飲食店 
包丁などによる切れ・こすれが最も多い。

次いで、水で濡れた調理場や配膳時のすべ
り、つまずき、無理な姿勢等に起因する転
倒、高温・低温物との接触（ヤケド等）で
あり、この 3 つで 4 分の 3 近くを占める。 
①ラーメン 
火器を扱う頻度が高く、また提供する商

品も高温のものが主体であるため、高 
温・低温物との接触（ヤケド等）による死
傷災害が多い。他方、カウンター形式の店
が多いことから配膳の負担が低く、転倒は
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比較的少ない。男性の死傷災害が多いが、
これは力仕事的な要素が強い調理業務に就
くケースが多いからと考えられる。教育の
ポイントは、ヤケド防止対策、調理の安全
などである。 
②回転寿司 
切れ・こすれが半数近くにのぼり、包丁

等の取り扱いが特に重要な課題となる。ラ
ーメン店と同様、配膳の負担は小さいが、
厨房の床が常時水で濡れているため、転倒
は飲食店平均並みに高い。居酒屋、ラーメ
ンなど、現場調理のウエイトが高い業態は
男性の死傷災害が多いが、回転寿司はそれ
ほどでもない。これは、男性の調理担当者
は修業を重ねた「職人」が多いからと推察
される。 
包丁等の取り扱い教育が重要になる。  

3)ファミリーレストラン 
セントラルキッチンで半調理状態まで処

理し、店舗の厨房では最終仕上げだけを行
う。また、典型的な配膳業態であり、比較
的店舗が広く、顧客の年齢層が幅広く、子
どもや高齢者の来店も多いことなど、チェ
ーン系専門飲食店とは業態特性が異なる。
交通事故（道路）の発生も多く、経験年数
10年以上のベテラン店員の死傷災害が多い
のもファミリーレストランの特徴である。 
安全運転教育、ベテラン店員への再教育な
どが必要である。  
4)チェーン系居酒屋 
回転寿司と同様、切れ・こすれが最も多

い。飛来・落下も多いが、これは狭い厨房
の中で、棚等の上に積まれた調理器具や食
材の入った段ボールなどの落下によると考
えられる。深夜・早朝発生、男性の死傷災
害が多い。20 代の死傷災害が 43％にも及び、
修業を重ねてきたわけではない若い男性が
厨房で調理している姿が想像できる。従業
員数あたりの死傷災害発生率は居酒屋単独
店と比べ 2.5 倍近くにのぼり、熟練者が調
理を行うことが多い単独店との差が明確に
現われている。経験の浅い者に対する厨房
作業の訓練、安全教育が求められる。  
5)チェーン系カフェ 
取り扱う商品に基づく特徴から、高温・

低温物との接触（ヤケド等）リスクが高い。
一方、軽食等の提供のために刃物も扱うが、
その頻度は他の飲食店業態と比べると低い

にも関わらず、切れ・こすれが最も多い。
これは、グラスなどガラス製品等の使用頻
度が高いからであると推察される。動作の
反動・無理な動作（腰痛等）、はさまれ・巻
き込まれも多いが、前者は作業スペースが
極端に狭いことに、後者は様々な機器を使
用することに起因している。10 代～20 代の
被災者が 7 割を超え、若年齢層の死傷災害
が極めて多い。店舗が狭く店員数が少ない
ため、初心者の段階から厨房機器の取り扱
いを含む多様な業務が求められ、その結果、
経験年数 6 か月未満、1 年未満の経験の浅
い店員の死傷災害が多いと推察される。 
雇入時教育や経験の浅い店員に対する

OJT 教育を充実させるため、インターネッ
トや映像教材の活用等、若者が受け入れや
すい教育を考える必要がある。 
6)配達飲食サービス 
交通事故（道路）が 4 割を超え、配達と

いう業態特性を如実に反映している。配達
員は男性が多いことから男性の死傷災害が
多い。墜落・転落も飲食店平均より多いが、
これもマンションの 2～3 階等への階段の
利用をはじめとする配達に起因すると考え
られる。経験年数 6 か月未満の新入店員の
死傷災害が多い。配達飲食サービスは配達
時間の厳守が重視され、このことが無理な
運転による交通事故の発生につながってい
ると考えられる。自転車、バイク等の安全
運転教育が必要である。  
7)持ち帰り飲食サービス 
小売業と飲食店の中間業態であり、小売

業の頻発災害である転倒、動作の反動・無
理な動作（腰痛等）、墜落・転落と、飲食店
の頻発災害である切れ・こすれ、高温・低
温物との接触（ヤケド等）が混在している。
また、50 代以上の高年齢層の女性の死傷災
害が多い。弁当・惣菜は、主婦が日常的に
行っている調理の延長線上にあるため、油
断が生じやすいという傾向がある。また、
交通事故（道路）が平均以上であるが、こ
れは、店頭販売だけでなく、商品の配達を
行う店も多いためである。配達飲食サービ
ス同様、自転車、バイク等の安全運転教育
が求められる。 

 
(4)飲食店における労働災害防止対策 
以上のとおり、飲食店にはさまざまな業
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態があり、その業態特性に応じた効果的な
労働災害防止対策が必要である。 
労働災害防止には、小売業同様、まず、

そこで働く人の安全意識を向上させるため
の教育が必要である。具体策としては、安
全性とともに作業性を向上させる対策（整
理整頓、業務改善等）が有効で、また、滑
りにくい安全靴、保護手袋、保護衣等、保
護具の着用、包丁の正しい使い方等、安全
な調理方法、自動車、バイクの運転等につ
いて、安全のルールづくり、安全教育の充
実などが求められる。 
 
３．新しい労働安全衛生行政施策の提案 
これらを基に、小売業の労働災害防止用

パンフレット（表 3）、および飲食店労働災
害防止用パンフレット（表 4）を制作した。
そして、2 月末、全国の都道府県労働局及
び労働基準監督署等（全 376 カ所）に各 200
冊、中央労働災害防止協会技術支援部に各
500 冊、日本労働安全衛生コンサルタント
会都道府県支部（47 カ所）に各 200 冊送付
し新しい労働安全衛生行政施策を提案した。 

Ｃ．研究発表 
 
１．論文発表 
①高木元也他，小売業の労働災害を防止し
よう，労働安全衛生総合研究所，東京，2017，
pp.1-12． 
②高木元也他，飲食店の労働災害を防止し
よう，労働安全衛生総合研究所，東京，2017，
pp.1-12． 
③高木元也他，多店舗展開を行っている小
売業，飲食店における業態別労働災害デー
タ分析，労働安全衛生総合研究所，技術資
料（JNIOSH-TD-NO.6） ，労働安全衛生
総合研究所，東京，2016， pp.1-31． 
④高木元也，小売業・飲食店の労働災害を
減らそう ~業態別にみた労働災害の特徴
と安全教育のポイント（上）（小売業編），
安全と健康，Vol.68, No.3 pp.32-37 ，2017． 
⑤高木元也，小売業・飲食店の労働災害を
減らそう ~業態別にみた労働災害の特徴
と安全教育のポイント（下）（飲食店編），
安全と健康，Vol.68，No.4，pp.36-41，2017．  
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表３小売業における労働災害防止用パンフレット 
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表４ 飲食店における労働災害防止用パンフレット 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
６．諸外国における労働災害損失の計測手法 

 
研究分担者 高木元也 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所リスク管理研究

センター長 
 

研究要旨 企業の安全活動、労働安全行政施策の推進等による効果を明ら
かにするため、海外文献調査を行い、企業や社会全体における労働災害に
伴う経済損失の大きさ、安全対策の費用対効果等を計測する手法を整理し
た。その結果、それぞれの国の特性に応じその方式に改訂を加えている点
に特徴があるといえる。 

 
Ａ．調査の目的 
本調査では労働災害の損失の計測手法に

関して、新たな指標開発や新しい知見・技
術を集積するため、海外文献を対象に、主
にここ 10 年間に出版・発表された既往文献
調査を行った。 
 
Ｂ．研究の方法 
主にインターネット検索を利用して、政

府機関や大学が公開している論文や調査報
告書を収集した。現在（2016 年）から 10
年間遡り、発行年が 2006 年以降のものを中
心に収集したが、概念や理論の整理をした
文献については古いものも扱った。海外文
献については国ごとに分けて文献を収集し、
それぞれの国の手法の違いを分析した。EU
については「EU 加盟国」でまとめてある
が、加盟国各国の違いは欧州労働安全衛生
機関が出している調査書にまとめてある。 
 
１．アメリカ型損失評価モデル 
【文献 1】 
書名 Deriving Fatal Injury Costs: 

A State Pilot Study 
書名（邦訳） 「事故で死者が出た場合の損

失を求める：国による予備調
査」 

作者 Elyce Bibble, Dan Hartley, 
Serena Starkey, Victor 
Fabrega, and Scott 
Richardson 

組織 U.S. Bureau of Labor 
Statistics 

発行年 2005 
 
これは米国統計局が発行したアメリカで

採用されている損失計測の手法についての
まとめである。これによると、アメリカで
主に採用されている損失計測の手法は、以
下のとおりである。 
・Willingness-to pay (WTP) 法…労働災害

の死亡確率を削減することができるとし
て、それに対して人々が支払っても良い
と考える最大金額のこと 

・WTP に基づく VSL（Value of Statistical 
Life）法…死亡リスク削減の評価に使う
指標。統計的生命の価値 

・Cost-of-Illness (COI) 法…疾病コスト法。
疾病のために実際に消費されている医療
資源の費用のみならず、社会全体に生じ
ている損失まで費用として計上し、その
疾病が社会全体に及ぼす費用を明らかに
しようとする 
直接費と間接費の算出であり、さらに

NIOSH では労働災害による死亡事故によ
る損失を自動計算する「損失計算機（Cost 
Calculator）を開発したという。この計算
機は死亡事故が国内総生産に与える経済的
損失を計算するもので、NIOSH の合衆国外
傷性業務上死亡災害（NTOF : National 
Traumatic Occupational Fatalities）監視
システムに報告された死亡事故のデータに
基づいて計算が行われる。経済的損失につ
いては国全体と州ごとのもの、死亡者の属
するグループ（年齢・職種・人種等）に基
づいて、個人の死亡の損失を金銭的に換算
する。この計算機では直接費には医療費し
か含まれていない。労働死亡事故に必要と
なる間接費（PVfatality）については以下
のような式を使って求めている。 
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P y,q,s(y+1) = 死亡者の年齢（y）, 人種（q）,  
性別（s）は年齢（y+1）まで生きる 
y = 死亡時の年齢 
q = 人種 
s = 性別 
j = 死亡時の職業 
n = もし死亡しなかった場合の年齢 

Y s,j(n) = 性別 s, 職業 j, 年齢nの従業員の
平均年収（手当やライフサイクル賃金成
長も考慮） 

Yhs(n) = 性別 s, 年齢 n の人間の国内生産
の帰属価値の年平均 
g = 全体の生産性による賃金上昇率 
r = 実質割引率（3％） 
 
この計算方法は州ごとの損失金額を計測

することができるものであるが、現段階で
は人口動態調査（BLS Current Population 
Survey (CPS)）の国内賃金データを計算に
使っている。州に特化したデータを使うと
計算の精度と信頼性は高まるが、予備調査
ではこのような計算をして計測をすること
ができるかどうかの実現可能性の調査をし
ている。 
【文献 2】 
書名 Analysis of Accident Cost 

and Comparison with 
Available Research 

書名（邦訳） 「労働災害の損失の分析と
適用可能な研究の比較」 

作者 Michael OSTERHAUDT, 
組織 Rochester Institute of 

Technology 
発行年 2002 
この研究では労働災害の事例を一つ取り

上げ、それを先行研究で適用可能な計測方
法に当てはめて比較分析している。この研
究の目的は、「労働災害で実際に生じる損失
について企業がいかに無知であるか」を指
摘するためである。例えば仕事中の自動車
事故についてある研究では 23,000 ドルと
見積もっていたが、米国安全性評議会
（National Safety Council）では 35,000 ド
ルという計算結果であった。しかし、本研
究では（非致死的な）仕事中の自動車事故
について 400,000 ドルの損失を見積もった。

その計算の違いが生まれてくる要因は以下
のとおりである。 
・怪我の重症度 
・怪我によりかかる多くの直接・間接費を
先行研究が考慮していない 

・研究者は損失の見積りについて控えめに
しか計算しない  
先行研究の中では Leigh による研究が最

も現代の状況に沿っている。Leigh の損失
計測モデルは初めて国が出しているデータ
を使ったものとして知られる。Leigh 以前
の研究では、以下の理由により正確な計測
が出来ていなかった。 
・軽度の怪我、死亡、職場での暴力行為を
数に入れていない 

・疾病をきちんと把握していない 
・一つか二つのデータしか計算に入れてい
ない  
労働災害の怪我による損失は、Leigh 等

は直接費を 29％（518 億ドル）、間接費を
71%（1037 億ドル）と見積もっている。直
接費とは医療費と保険の費用が主な構成要
素である。この論文の著者は、医療費につ
いては労働災害の怪我の発生数に平均費用
を乗じて求めている。 
この論文は事例を一つ取り上げ、損失金

額を計算している。損失計測方法としては
先行研究を参考に以下の金額を算出してい
る。 
ａ．直接費、雇用主が認識している費用 
・労働者の補償費 
・故障した機器や道具の交換費用 
・給料支払継続保険 
・故障した車両の交換費 
ｂ．間接費、雇用主が認識していない費用 
・怪我をした当事者以外の従業員たちの損
失時間 

・生産低下 
・事故について保険会社と連絡を取るのに
要した時間 

・怪我をした従業員の穴埋めのための残業 
・警察、消防署、救急等公共サービスに対
する費用、高速道路利用者の損失時間、
事故について報道するニュースメディア
に割かれる時間 
この論文で事例として扱ったのはボブと

いう建設機器修理業の専門家として働く労
働者に起こった労働災害である。ボブの仕
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事の大部分は修理工が機器の問題特定をす
る手助けをすることである。修理工が問題
を解決できないときが彼の出番である。そ
れだけボブは優秀な専門家であった。ボブ
は 1970 年から同じ会社に勤めており、この
会社の生産物に関する知識は膨大なもので
ある。ボブが怪我をしたのはこのような「ヘ
ルプ」のために呼び出されていた帰りのこ
とであった。（2000 年 9 月 12 日）州間高速
道路でのトラックとトレーラーの事故に巻
き込まれたのである。事故の最中、左足で
モーター制御がうまくできず頭を負傷した。
事故時は意識不明。すぐにローチェスター
総合病院に飛行機で運ばれ、9 月 12 日から
25 日までの間入院。9 月 25 日にセント・
カミラス健康リハビリテーションセンター
に移り、11 月 30 日までそこに入院した。
ローチェスター総合病院退院後も 2001 年
の 7 月まで外来患者として治療を続けた。
外来治療を続ける間、ボブはリハビリテー
ションセンターからローチェスター病院ま
で医療送迎サービスを使って移動した。リ
ハビリテーションセンター退院後は、ボブ
は自宅から会社までと自宅からリハビリテ
ーションセンターまで、送迎サービスを使
って移動した。ボブがフルタイムで復帰で
きたのは 2001 年 7 月 12 日である。ただし
ニューヨーク州によって運転の許可が下り
る 2001 年 10 月 18 日までは送迎サービス
を利用して出勤していた。 
 
事例研究のために連絡を取ったのは以下

である。 
・怪我をした当事者 
・会社の人事部の人間 
・エイブル・メディカル・トランスポート

社 
・ブルークロス・ブルーシールド損害保険 
・ローチェスター総合病院 
・セント・カミラス健康リハビリテーショ
ンセンター 

・マルチメッド請求サービスセンター 
・シラキュース消防署 
・ボールドウィンビル消防署 
・メッドエバックヘリコプター輸送 
・救急サービス 
・ボールドウィンビル消防署 
・メッドエバックヘリコプター輸送 

・救急サービス 
 
これらの人物/機関に対して行った質問

は以下である。 
１－１．怪我をした当事者に対して 
怪我をして体が不自由な状態で、歩いた

り通常業務をこなしたりするのにどれだけ
余分な時間が必要ですか？ 
今回の事故について説明するのにどのぐ

らいの時間がかかりますか？ 
身体の不自由さを補うために家の中を調

整するのにどのぐらいの時間がかかります
か？ 
家の中を調整することについて他の従業

員に説明する時間はどれぐらいかかります
か？ 
故障した物品の修理、交換、再注文等に

ついて話し合うのにどのぐらいの時間がか
かりますか？ 
誰かに職場まで車で送ってもらうのにど

れぐらいかかりますか？また、車で家に送
ってもらうのにどれぐらいかかりますか？ 
事故で故障してしまったトラックを買い

換えるのにどのぐらいの時間がかかります
か？ 
この事故が生産性を落としたことについ

て仕事中に腹をたてる時間はどれぐらいか
りますか？ 
病院にいるときに同僚のお見舞いは何度

ぐらいありましたか？ 
医師が一緒に過ごした時間はどのぐらい

ですか？ 
在宅医療は利用しましたか？ 
モラルの低下により生産性はどのように

低下しますか？ 
家の改築や修理のスケジュールはどのよ

うな感じでしたか？ 
身体が不自由になったことで家の改築や

修理等に与えた影響は何ですか？（もしあ
れば） 
生産性について経済的な影響はありまし

たか？ 
身体が不自由なことで生活の質がどのよ

うに変わりましたか？ 
怪我をしてから何が変わりましたか？ 
趣味を以前と同じように楽しむことがで

きていますか？ 
事故後にこれまでとは違うことを家でや
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らなければならなくなりましたか？ 
 
会社に対して行った質問は以下である。 

・全従業員に事故について周知するまでど
のぐらいの時間がかかりましたか？ 

・ウォータークーラー周辺の事故について
話し合いをするのにどのぐらいの時間が
かかりましたか？ 

・事故について従業員に正式に通知するの
にどのぐらいの時間がかかりましたか？ 

・事故に関して保険会社とやり取りをする
のにどのぐらいの時間がかかりました
か？ 

・故障した物品の値段を見積り、新品を手
配するのにどのぐらいの時間がかかりま
したか？ 

・怪我をした従業員がいた状況について他
の従業員が会社を非難するのに要した時
間はどのぐらいでしたか？ 

・怪我をした従業員の仕事仲間が仕事を覚
えて代理ができるようになるまでにどの
ぐらいの残業時間が必要でしたか？  

 
【損失金額の計算】 
ａ．直接費 
１．医療送迎サービス 
→ 外来にいくための送迎（60,425 ドル） 
→  建物から建物への移動のための送迎
（49,536 ドル） 

→ 緊急応答の費用（1,080 ドル） 
→ 従業員による保険会社との折衝の時間
（86 時間） 

→ 従業員の生産時間のロス（120 時間） 
→ ボブがいない間の技術チームの残業時
間（最低でも 200 時間） 

→ 不自由な身体で歩く時間（100 フィート
/約 30m 歩くのに 3～5 分余分にかかる） 

→ 事故について話し合う時間（230 時間） 
→ 故障した物品の見積、交換、再注文にか
かる時間（少なくとも 4 時間） 

→ 入院・通院に伴う損失（ローチェスター
入院費 18,665 ドル+リハビリテーショ
ンセンター 52,008 ドル） 

→ 在宅医療（なし） 
→ 送迎サービスの待ち時間（少なくとも

225 時間） 
→ 故障車の交換に要した時間（一日 8 時間
×1 週間） 

→ 事故について業務中に腹をたてる時間
（計測不可能であるが膨大な時間である
ことは確か） 

→ 家の改築費用（5,000 ドル） 
 
表 1 ボブの雇用主に課される直接費合計 

労働者補償費（2002 年
2 月 22 日現在 積立金
含む） 

139,532 ドル 

給料支払継続保険 13,920 ドル 
壊れた自動車代 21,800 ドル 
仕事道具の損失 4,000 ドル 
雇用主に課される直接
費の合計 

157,882 ドル 

 
ｂ．社会全体が被る損失 
・送迎車の遅刻（計測不可能） 
・ニュースメディア（少なくとも 1～2 時間） 
・OSHA（政府による調査 83.2 時間＋シラ
キュース市での調査 93.7 時間） 

・その他の損失 
→ 救急車の費用（300 ドル～450 ドル さ
らに 1 マイルにつき 5 ドルの追加金） 

→ 飛行機による緊急搬送（3,000 ドル＋1
マイルにつき 37.50 ドルの追加金） 

→ 集中治療室での治療費（1時間 200ドル） 
→ 麻酔専門家医 (1 時間 600 ドル) 
 
計算に際して以下のような仮説を立てる。 

・ボブのプライベートな時間は一時間 10 ド
ルと換算する 

・ボブと他の従業員の業務時間は一時間 30
ドルと換算する 

・支払い請求可能な従業員の時間は一時間
86 ドルと換算する（従業員への支払い 20
ドル＋顧客に支払い請求 66 ドル） 

表 2 今回の事故の損失額の合計 
エイブル医療送迎サービ
ス 

60,425 ドル 

飛行機による医療搬送 4,000 ドル 
救急医療／集中治療室 18,665 ドル 
治療費、医療行為、理学
療法 

計測不可能 

病院でのリハビリ 52,008 ドル 
給料支払継続保険 13,920 ドル 
仕事道具の損失額 4,000 ドル 
車両の損失額 21,800 ドル 
労働者補償額 139,532 ドル 

（ここまで↑直接費 以下↓間接費） 
家の改築について話し合 45 時間 1,350 ドル 
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う 
緊急応答  1,080 ドル 
従業員の保険会社との折
衝の時間 

46 時間 460 ドル 

雇用主の保険会社との折
衝の時間 

40 時間 1,200 ドル 

仕事道具の見積と注文 4 時間 120 ドル 
新しい車両を探す 8 時間 80 ドル 
自宅のコンクリート工事  4000 ドル 
将来的な自宅の改築  計測不可能 
送迎サービスの待ち時間 225 時

間 
2,250 ドル 

事故についての話し合い
の時間 

230 時
間 

6900 ドル 

高速道路の利用者の時間
に与えた影響 

 計測不可能 

ボランティアの対応者に
与えた影響 

 計測不可能 

2002 年 5 月 1 日現在、業
務の準備にかかった時間 

319 時
間 

3,190 ドル 

ボブの穴埋めのための残
業時間 

200 時
間 

6,000 ドル 

警察  計測不可能 
事故について従業員に周
知するためになくなった
業務時間 

120 時
間 

3,600 ドル 

建物間の移動に使った送
迎サービス 

576 時
間 

49,536 ド
ル 

間接費の合計 394,116 ド
ル 

 
先行研究で算出されている労働災害の自

動車事故の平均的な損失額は、衝突が
23,000 ドル、衝突からくる怪我の損失が
117,585 ドルとなっている。この額は今回
の事例の計測額のうち直接費程度にしか該
当していない。実際は、今回計算した損失
額は先行研究で算出されている額をかなり
上回っており、また雇用主が認識している
費用をも相当上回っている。この見積もり
金額の違いについては、雇用主が計上する
損失額は労働者補償保険が大きく扱われて
おり、その他の損失については雇用主には
明確に可視化されていないというのが大き
い。しかし、労働者補償保険は医療費や送
迎サービス等に区分けされているわけでは
なく、二重計上している可能性が高い。従
って、ボブの雇用主が認識している費用と
いう意味では最終的な情報が得られずにい
る。米国安全性評議会が算出した非致死的
な身体に不自由が及ぶレベルの事故の損失

金額の平均は35,300ドル（2000年の段階）
であり、この調査ではこの算出金額の 10 倍
の金額となっている。さらに表を見て分か
るように、「計測不可能」の項目も多数あり、
これらを全て貨幣価値換算すると、損失金
額はもっと多くなるはずである。この調査
から分かるように、労働事故の損失は、こ
れまでの研究で想定されているよりもずっ
と大きいということである。 

 
【文献 3】 

書名 The Economic Burden of Occupational 
Fatal Injuries to Civilian Workers in 
the United States Based on the  
Census of Fatal Occupational 
 Injuries, 1992-2002 

書 名
（ 邦
訳） 

「1992～2002年の致死的な労働災害に
関する国際調査をもとにしたアメリカ
の民間労働者の労働災害死亡事故の経
済的負担」 

作者 Elyce Anne Bibble, Ph.D., Paul R. 
Keane, MA, MBA 

組織 Department of Health and Human 
Services, Centers for Disease Control 
and Prevention, National Institute for 
Occupational Safety and Health 

発行年 2011 

アメリカの国勢調査をベースにした致死
的な労働災害の損失の調査データをまとめ
た論文である。国政調査のデータベースも
経済的損失のデータも、人間学的な損失（痛
みや苦しみなど）については捉えきれてい
ないのが現状である。ただし、人間学的な
損失については計測して数値化するのが非
常に難しい。この論文では、全米から 30 の
データを収集し、コード分けし、表にして
いる。収集データには労働者について、致
死的な事故について、機械や備品について
の情報も含まれている。調査対象となった
労働者たちはボランティアや無給の家族労
働者や不法移民等も含まれる。この調査で
は怪我による死者のみをカウントしている。
病気は含めていない。データは様々な国家
／州／地方行政の出しているデータ（死亡
診断書、労働者補償報告書、規制機構への
報告書、検死官による報告書、警察による
報告書、ニュース、その他行政機関による
ものではない報告書も含む）を集めた。ソ
ースは少なくとも 25 種類は集めている。 
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疾病コスト計測法（cost-of-illness method）
は割とよく使われてきた経済学的な手法で
ある。この手法では、健康に及ぼす影響に
ついて直接費と間接費を算出し、労働災害
での致死的な怪我による社会的損失を求め
るのに使われる。 
 
２．イギリス型損失評価モデル 
【文献 4】 

書名 Costs to Britain of workplace 
 fatalities and self-reported injuries 
 and ill health, 2013/14 

書名邦

訳） 

「職場での死亡事故と傷病（自己申告に
よるもの）がイギリスに与える損失」 

作者 N/A 

組織 Health and Safety Executive (HSE) 

発行年 2015 

 
労働災害による怪我のもたらす損失には、

経済的損失（生産性の低下や医療費等）に
加え、人的損失（個人の QOL の低下や生命
の損失等）がある。これら二つを考慮に入
れて損失の算出をすることにより、① 異な
る集団（個人・従業員・政府／納税者）へ
の影響について安全衛生の失敗を数値化す
ることができる、② 安全衛生システムの動
向の総合的な指針となる、③ 労働災害によ
る疾病について HSE の評価やその他の経
済評価で使用する単位となる。本書では、
現在の労働環境から派生する職場での疾病
のもたらす損失を反映させた計算を行うこ
とを目的としている。歴史的な労働環境が
原因で発生する疾病については計算の対象
としていない。特に、致死的な労働災害の
疾病（癌など）は対象外としている。これ
はなぜかと言えば、過去の労働環境が原因
で生じたものであるからである。 
 
通常は損失を求める場合は以下のような

公式に当てはめる。 
 
損失＝分量×ユニット価格 

 
「分量」は RIDDOR 報告書（負傷・疾病・
事故報告規則／Report an accident or 
disease under the Reporting of Injuries 

Diseases and Dangerous Occurrence 
Regulations）の法廷調書と非致死的な事故
の自己申告から作成された労働力調査の二
つから出している。 
 
「イギリス社会全体の損失（Cost to 
Britain）」は以下の二つを表す。 
・財政的（直接）費用－実際の支払い金額
または収入／生産性の低下 
・QOL と生命の損失への影響を貨幣価値に
換算したもの 
 
・生産性の損失（直接費） 
・医療費とリハビリ費用（直接費） 
・法的費用（直接費） 
・補償費（直接費） 
・非財務的な人的費用 
 
非財務的な人的費用の算出は、Willing 

-to-Pay (WTP)法といって労働災害の死亡
確率を削減するために人々が支払っても良
いと考える最大金額をもとに算出している。
この手法は多くの行政機関で採用されてい
る優れた方法である。しかし、この手法に
よって算出される金額はリスク削減のため
に人々が支払おうとする金額を反映するこ
とはできても、苦しみの代償として何を受
け入れるかを反映させたものではない。こ
の手法では労働災害の犠牲者とその家族の
損失を完全に捉えられているわけではない。 
損失を被る対象というのは 3 グループに

分けることができ、これら 3 グループの損
失を合わせたものが「イギリス社会全体の
損失（Cost to Britain）」として捉えられる。 

 
 損失を被る対象 
損失のカ
テゴリー 

個人 雇用主 政府／納
税者 

生産性 ○ ○ ○ 
医療費と
リハビリ
費用 

○ ○ ○ 

法的費用 ○ ○ ○ 
補償費 ○ ○  
非財務的
な人的費
用 

○   
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場合によっては、あるグループにおける損
失が他のグループにとっては利益になって
しまうこともある。例えば、傷病休暇は雇
用主の損失となるが、取得する従業員にと
っては利益となる。従って、社会的レベル
では傷病休暇という扱いにはせず、雇用主
から個人の利益として「移転支出」したも
のという捉え方をする。イギリス社会全体
の損失は 3 グループの中であるグループか
ら別のグループへ移転した純益の合計を適
用する。上記手法により計測された 2013
年のイギリス社会全体の労働災害からの傷
病による損失は、140 億ポンド（約 2 兆 2
千億円）となった。 
 
３．シンガポール型損失評価モデル 
【文献 5】 

書名 Economic Cost of Work-related Injuries 

and Ill-health in Singapore 

作者 N/A 

組織 WSH Institute (Workplace Safety and 

Health Institute, Singapore) 

発 行

年 

2013 

 
論文タイトルを日本語訳すると「シンガ

ポールにおける業務上の疾病による経済的
損失」となる。本論文では、2007 年に Leigh
が算出したアメリカの労働災害による損失
金額には、客観的要素や実体のない要素（例
えば痛みや精神的苦痛など）が考慮されて
いないことが指摘されている。同じオース
トラリアで算出されている損失金額には人
的費用の中に客観的要素が含まれていない
という。オーストラリアで採用されている
計測手法は「事後アプローチ（ex-post 
approach）」であり、事故が生じた後にそ
の損失を計測するというものである。職場
の怪我のもたらす損失は少なく見積もられ
てしまっている場合が多い。というのも、
怪我による損失のほとんどは間接費である
からだ。間接費の多くは即時的に身に迫る
ものではなく、貨幣価値に換算しづらいの
である。 
シンガポール型損失評価モデルの開発に

あたり、WSH Institute (Workplace Safety 
and Health Institute, Singapore)はオース
トラリアの安全衛生機関である Safe Work 
Australia に相談を持ちかけた。オーストラ
リア型のモデルには考慮されていない客観
的要素を組み込むため、WSH では国際アド
バイザリーグループと国内向けアドバイザ
リーグループの 2 つのワーキンググループ
を設定した。国際アドバイザリーグループ
のメンバーにはオーストラリア人とフィン
ランド人のアドバイザーを配置した。国内
向けアドバイザリーグループには WSH の
統計や特質に知識のある専門家を配置した。 
 

WSH では各国の損失計測モデルを検討
しながらシンガポールに一番合ったモデル
を開発した。その結果、オーストラリアモ
デルと同じように人的費用のみを計測し、
物的損失や労働事故に伴う痛みや精神的苦
痛は計測の対象としなかった。この分析手
法は事故が起きた後に発生した費用をもと
に割り出すやり方である。基準年における
新たな事例の予測費用については前年の事
例で継続して発生している費用を代わりに
使用している。シンガポールモデルでは、
労働災害による傷病により「雇用主」「労働
者」「地域」のそれぞれが被る損失に分けて
計上している。 
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４．発展途上国型損失評価モデル 
【文献 6】 
書名 Costs of Work-Related 

Musculoskeletal Disorders 
(MSDs) in Developing 
Countries: Colombia Case 

書名（邦訳） 「発展途上国における業務上
の筋骨格障害（MSDs）の損失：
コロンビアの場合」 

作者 Hugo Piedrahita 
雑誌名 International Journal of 

Occupational Safety and 
Ergonomics, Vol1. 12, No. 4, 
pp. 379-386 

発行年 2006 (オンラインでは 2015) 
 
この論文では MSDs（筋骨格障害）のも

たらす損失について、先進国の損失評価モ
デルを検討しながらそれを同じように発展
途上国の損失評価にも当てはめている。こ
の論文で特に扱われたのは南米のコロンビ
アである。選定の理由として、コロンビア
は発展途上国の一つであり、業務上の疾病
（特に MSDs）についての情報が限られて
いる国であるということが挙げられる。 

MSDs とは業務上の疾病の中でもかなり
ありふれたものであり、1994 年の調査では
全世界の業務上の全疾病の中で約 31%が
MSDs であることが分かった。このような
ありふれた疾病であるが、MSDs のもたら
す損失の程度はその国の医療制度のあり方
と質と患者の特徴（年齢や通常時の健康状
態）による。これに加えて医療制度以外の
要因（例えば心理学的要因、職場の特性、
身体障害補償の有無等）も損失の決定因子
として重要なものとなる。また、国が違っ
て住民たちの社会経済的要因が異なってく
れば MSDs の程度についても異なる結果が
出てくる。 
従来型のモデルでは、業務上の疾病の損

失を計測する際、直接費（医療費や補償費）
をベースに計算し、間接費は通常、直接費
の一部として計算されていた。系統だった
情報が入手可能な先進国ではこのようなや
り方でも機能するが、発展途上国ではこの
やり方の適用は困難である。先進国で適用
されてきた Leigh や Miller は、MSDs の計
測について以下の三つのカテゴリーの算出
を提唱している。 
 

【Leigh とMillerが提唱するMSDsの計測
に必要な三つのカテゴリー】 

・直接費（医療費、医療サービス費、リハ
ビリ費用、在宅医療費、警察、消防、輸
送費、物的損失等） 

・間接費（被害者の生産性の損失、雇用主
の生産性の損失、管理費用） 

・QOL 費（被害者とその家族の味わう苦痛
や痛み）→通例、間接費は直接費の一部
として計上され、QOL 費（社会的損失）
は計算の対象から外される 

 
先進国では系統だった情報は入手可能で

あるが、MSDs の社会的損失についてはか
なり限られた情報しか得られない。アメリ
カ合衆国コネチカット州で行われた電話調
査では、労働者の MSDs による苦痛に悪影
響を与える社会的要因をいくつか特定した。
その要因とは、家を失うこと、車を失うこ
と、経済的な理由で引越しをすること、健
康保険が失効すること、離婚することであ
った。このアメリカの調査では MSDs で苦
しむ労働者が現金払いで支払った金額を調
べ、その結果医療費や交通費の他に託児費
用や家事代行の費用などが大きな割合を占
めていたことが分かった。中でも家事代行
費用は全ての費用の中で一番割合が大きく
（33.1%）、医療費の 29.3%を上回るもので
あった。しかし、社会的費用は MSDs の損
失を計算するうえで省かれてしまっている。 
本論文ではコロンビアの MSDs の損失計

測を行っており、その計測手法として以下
のアプローチを採用している。一つは
MSDs の発生数の計測、もう一つは MSDs
による生産性の損失の計測である。MSDs
の発生数については公私の労災管理会社に
いる労働安全衛生の専門家に聞き取り調査
を行った。しかしこれらの会社からの聞き
取り調査だけでは部分的な情報しか得るこ
とができず、正確な数量が把握できなかっ
た。よって、他の情報を使って推定した数
値を出す必要があった。まず、発生数の推
定については、2002 年のフィンランドの
RSI（反復的負荷障害）率の中で年齢と性
別かで分けた記録を二倍した数から求めた。 
フィンランドの業務上の疾病に関する統

計は、全世界的に推定数を出すのに使われ
ている。フィンランドの統計は非常によく
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精査されており、その分布が他のスカンジ
ナビア半島の国々のものと似通っているの
が特徴である。疾病の発生数を二倍すると
いう計算はこの統計を発展途上国に適用す
る際に行われる。MSDs の直接費について
は、1997 年にコロンビアの労災管理会社が
出している調査結果のみが使われた。間接
費の基準値については、間接費×2.7 の計算
とした。発生数の絶対数は年齢／性別別の
比率をコロンビアの労働力人口における年
齢／性別別の比率に当てはめて計算した。
最終的な発生数の推定はフィンランドの統
計を二倍にしている。これはラテンアメリ
カ含む発展途上国で採用されている推定方
法である。この計算の結果、コロンビアに
おける 2005 年の MSDs の発生数は 23,477
件となった。この中で男性は 64.4%、女性
は 35.6%と見積もられる。MSDs の発生率
は労働者 10,000 人中 11.6 件となった。 

1997 年に行われた調査では、コロンビア
における業務上の疾病による直接費は
1,135US ドルとなった。この費用の中には
医療費（17%）、補償費（83%）が含まれる。
これはコロンビアの中で唯一信頼のできる
データである。間接費についてはこれの 2.7
倍ほどであるとして計算している。計算の
結果、MSDs の損失金額はコロンビアの
2005年のGDPの0.2%にあたることが分か
った。また、コロンビアでは業務上の疾病
による離職日数は平均 13.8 日となり、2005
年に MSDs によって失われた労働日数の合
計は 324,000 日となった。 
発展途上国では信頼性のあるデータを得る
ことは難しい。業務上の疾病に関する国全
体の統計というものがなく、さらに職場に
労働安全衛生の専門家というのがいないこ
とが多い。MSDs についてはさらに事態は
複雑になる。というのも、MSDs は原因が
多数あり、業務上の要因が除外されている
場合もある。これにより、正確な損失額を
知ることが難しくなる。コロンビアのデー
タを推測するためにフィンランドのデータ
を使うことに対しても批判はある。フィン
ランドのような先進国は非常にレベルの高
い労働災害防止の活動を行っており、それ
に対して発展途上国ではこのような労働災
害防止の活動というのはなかなか行われて
いないためである。しかしながら、フィン

ランドの統計データというのはインドや中
国、サハラ以南のアフリカ、ラテンアメリ
カなどの発展途上国の損失計測でよく利用
されてきた。これらの地域の国々はどこも
適切な労働災害防止の活動が行われていな
い。よって、フィンランドのデータを使っ
たことはある程度の正当性が認められる。 
生産性と労働者の健康に悪影響を与えると
いう意味で、MSDs のもたらす損失は発展
途上国では重大な問題である。MSDs は低
予算の実用的な人間工学的対策を職場に取
り入れることで十分にその発生数を減少さ
せることができるにも関わらず、発展途上
国の多くは MSDs のもたらす影響について
考えようとしていない。本論文では MSDs
の発生数と損失額について系統的に見直す
必要性を論じている。そのように見直され
たデータは異なるレベルごとの政策策定に
活用することができる。系統的な見直しに
は以下のようなプロセスが必要となってく
る。① 最もよく発生する MSDs が何か定
義すること、② 直接費の主なカテゴリーを
定義すること（医療費や補償費など）、③ 
MSDs が実際に生産性に与える影響を決定
する生産性の指標について定義すること、
④ 簡単な指標や変数を使って MSDs の社
会的損失を計算すること。 
 
【文献 7】 
書名 Estimating the Economic Costs of 

Occupational Injuries and Illnesses 
in Developing Countries: Essential 
Information for Decision-Makers 

書名（邦
訳） 

「発展途上国における業務上の疾病の
経済的損失の計算：意思決定者にとっ
て必須な情報」 

作者 N/A 
組織名 International Labour Office, Geneva 
発行年 2012 
 

ILO が出しているこの論文でも、発展途
上国における業務上の疾病による損失金額
を算出するためには、先進国が使用してい
る算出方法を研究し活用する必要があると
している。中～低収入層が人口の多くを占
める発展途上国の労働災害による損失評価
を行ううえで、本論文では二つの分析を取
り上げている。一つはインド洋にあるモー
リシャス共和国についての事例である。国
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民年金基金（National Pension Fund）と
労働安全衛生視察団（Occupational Safety 
and Health Inspectorate）の二つの政府機
関から 2002-2003 年の事故の発生数につい
ての情報を得た。その結果、全部で 3,634
件の事故が発生しており、そのうちの 14 件
は致死的な事故であった。2003 年の国の労
働者総数は 537,000 人であり、ここから計
算すると事故率は 0.7%となる。これはアメ
リカの事故率（1993 年に Leigh が算出した
もの－9.9%）の 10 分の 1 にも満たない数
字である。非致死的な事故は離職日数によ
って 5 つのカテゴリーに分ける。そしてそ
れぞれのカテゴリーの中間点をカテゴリー
内の全てのケースに割り当てて合計を出す。
事故が原因の早期退職や時期尚早の死によ
る損失を計算する際は、同一の賃金を使っ
た。最後に、業務上の怪我の医療費につい
ては、交通事故の治療の平均的費用を使い、
さらにそこに労働安全衛生機関が調査の固
定単価を加えた。（調査担当者の 5 日分の給
料＋100 ルピー程度と推測される）これら
全てを合計したところ、2003 年の労働災害
による損失金額は 8,400 万ルピー（約 300
万ドル）という結果が出た。これはこの国
の GDP の 0.05%にあたる。 
二つ目に取り上げる分析はメキシコであ

る。この損失評価はカルロス・リベラによ
って 2009 年に行われたものであり、データ
は 2005 年のものを使用している。ただしこ
れはメキシコ社会保障研究所（Mexican 
Institute of Social Security）が経営する医
療センターで治療が行われた業務上の怪我
のみが対象という限定的な調査であり、研
究対象となった損失は医療費のみである。
かなり限定的な調査とはいえ、発展途上国
での医療費算出を一般公式化するうえで有
効であると考えられる。この場合、まずや
るべきことは、対象を業務上の怪我だけに
絞るために疾病を除外するという作業であ
る。調査対象となったクリニックでは労働
災害による疾病はほとんど取扱いがなかっ
た。それが終わったら、今度は怪我の種類
と重症度で区分を行う。それぞれの怪我の
カテゴリーは研究所の委員会で検討を行い、
診断や重症度によって事故の平均的な費用
を出した。この方法で計算した結果、負傷
率はおよそ 2.9%となり（これもアメリカの

負傷率に較べるとはるかに低い）、怪我ごと
の平均損失はおよそ 2,000 ドルとなった。
これにより経済全体における合計損失が推
定することができるが、これは社会保障シ
ステムに加入していないと言われるメキシ
コ人労働者の 70％が加入者と同じだけの
ケアを受けていると仮定した場合の数字で
ある。 
モーリシャス共和国の研究もメキシコの

研究も、これまで目を留められてこなかっ
た分野に注目したという点で賞賛に値する
ものである。そのうえで敢えて書くと、発
展途上国の文脈でこの研究をすることには
いくつかの困難が伴う。 
・どちらの研究も業務上の怪我に限定した

データしかなく、疾病にデータはほとん
ど除外されてしまっている 

・どちらの研究もフォーマルセクターから
持ってきたデータに基づいており、事故
のリスクはインフォーマルセクターでも
同じだと考えると、「国全体の損失」を計
算するうえでデータをさらに予測しなお
す必要が出てくる 

・どちらの研究もフォーマルセクターから
持ってきたデータに基づいており、事故
のリスクはインフォーマルセクターでも
同じだと考えると、「国全体の損失」を計
算するうえでデータをさらに予測しなお
す必要が出てくる 

・どちらの研究もフォーマルセクターにお
ける怪我は全て適切に報告がなされてい
るという前提で行われており、この前提
は非常に危うい。どちらの研究も負傷率
はアメリカ合衆国と比べてかなり低いと
いうことを指摘しているが、これは未報
告でカウントされていない事故が多数あ
ることを意味している 

・実際にかかった費用についてのデータは
ないため、損失が労働者の欠勤と治療費
のどちらから発生しているのか、当ては
めてみなければならない。 

・どちらの研究も間接費を計算するという
困難な課題から逃げている 

 
では将来的に発展途上国の損失評価をす

るうえでこれから目指していきたいことは
何か。本論文では以下のようなデータを集
められるようになることを目標として設定
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している。 
 
・産業や職種カテゴリーに基づいた業務上
の傷害（可能であれば疾病も）の発生数
について信用できるデータ 

・業務上の傷害や疾病によって雇用者にか
かる費用の予測（長期欠勤や病気出勤等
も考慮にいれたもの） 

・家計にかかる直接費（医療費や所得の減
少も含む）の計上 

・家計にかかる間接費（家庭生活の生産性
の低下、介護による失業、教育への悪影
響等）の計上 

・業務上の不測の疾病（可能であれば死亡）
が貧困の拡大においてどのような影響力
を持つかについてのデータ 

・傷病や疾病に関わるもので、政府からの
資金提供がされていない政府プログラム
の費用 

 
上記データは先進国での損失評価でも収

集されるものであるが、発展途上国では貧
困撲滅の重要性が特に強調されるべきポイ
ントであり、貧困と労働安全衛生の関わり
についてはクリアにしていく必要がある。
上記リストのデータは損失評価の上で必要
不可欠なものではあるが、収集可能なデー
タばかりではない。特に死亡事故に関する
データの収集は発展途上国では制限が多く、
正確な情報把握は難しい。発展途上国では
公的機関、雇用主、保険、病院、労働安全
衛生機関に断片的なデータがあるのみで、
そこから総括的なデータを構築することは
できないため、本論文では下記の調査を提
案している。 
 
ａ．世帯対象の調査 
この調査は産業等の地理的分布に基づい

て行われた。家庭の中で生産活動に携わる
各成員にインタビュー調査を行うやり方と、
生産活動を行う成員一名のみを（ランダム
に）選択してインタビューを行うやり方の
二つがあるが、後者の場合は誰を選べば有
効なデータが得られるかというやり方がま
だ確立されていない。インタビュー調査で
尋ねる最小限の質問事項は以下である。 
・（インタビュイーの）職業と職種 
・年齢と性別 

・会社の類別（会社規模、フォーマル/イン
フォーマル、自営） 

・勤続年数 
・職歴 
・学歴 
・人口統計学上のグループ（人種、カース

ト、移民等） 
・前年の健康状態の変化（業務と関わるも

の） 
・業務上の疾病による世帯収入の減少 
・業務上の疾病について以前かかった医療

費 
・上記医療費について受給した保険や公的

補助 
・業務上の疾病によって家庭内で行われた

介護（時間数、労働時間の減少、教育へ
の影響等） 

・収入の減少や上記費用の増加による家計
資産のマイナス 

 
ｂ．企業対象の調査 
この調査は雇用主の損失を割り出すため

に行われたが、大変な困難を伴うものであ
る。この調査を行うにあたって、発展途上
国特有の問題点が二つ浮上する。一つは会
社レベルでの損失研究というものが発展途
上国というコンテクストではほとんど行わ
れてきていない。二つ目は、このような「存
在しない結果」というものを個人の安全と
結びつけて考察するには、以下のような新
たな手順を開発する必要が出てきてしまう。 
まず研究者はデータ提供に協力的な会社を
探すところから始めなくてはならない。さ
らにできるだけ異業種の雇用主を探し、デ
ータを取る。もちろん事前に安全衛生の専
門家にどのような職種にどのような業務が
課され、それに伴う安全の問題などについ
てきちんとコンサルテーションをお願いす
る必要がある。その会社についての事前調
査も重要である。これについては先進国で
は労働安全衛生コンサルが行うが、発展途
上国ではコンサルに仕事を回す資金がない
場合がほとんどである。さらに長期欠勤や
病気出勤等を評価したことがあるマネジャ
ーやスタッフにインタビューを行う。最終
的に、「主観データ」と「客観データ」を合
わせて最終的なデータにする。 
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５．ニュージーランド損失評価モデル 
【文献 8】 

 
労働災害による経済的損失についての研

究は数多くなされてきたが、社会的損失に
ついての研究はそれに比べると少ない。こ
の論文は労働者・家族・地域の三者が被る
社会的・経済的両面の損失について 2001
年に行われた労働省と ACC1による調査を
基に作成されている。社会的・経済的損失
の両方を計上するために以下のアプローチ
を行った。 
 
ａ．事例研究アプローチ 
事例研究アプローチとは質的データと量

的データを合わせて使って損失を計測する
ものである。事例研究アプローチは様々な
調査方法を使って、広範囲のソースから得
たデータを三角形のデータにしたものも含
む。この調査は労働安全衛生庁と ACC が出
しているデータや先行研究の他に半構造的
面接（semi-structured interview）も活用
している。怪我をした本人だけではなく、
その家族、同僚、その組織の労働安全衛生
の専門家も面接の対象とした。事例は 15 件
を扱った。 
 
ｂ．調査で解明したい点 
①業務上の傷病の与える社会的影響とは何

か。また、どうすればそれを特定して避
けることができるのか。 

                                                   
1 ACC とは Accident Compensation 
Corporation の略であり、居住者/非居住者に
関わらず、ニュージーランド国内で起きた事
故に伴う治療費の一部や補償金を負担する政
府機関。対象は事故のみで病気には対応して
いない。 
 

②業務上の傷病の社会的影響や経済的損失
を形作る主な特徴（例えば性別、人種、
年齢、家族関係、怪我/病気の種類、場所）
は何か。 

③経済的損失（収入の減少や医療費等）の
性質と程度。またこれをどのように経済
的・社会的観点から貨幣価値化するか。 

④社会的影響と経済的損失の関係。 
 
ｃ．調査手順 
①調査手順の先行研究調査 
②半構造的面接の質問事項の作成 
③分析のフレームワークを作るワークショ
ップを開催。データ分析を開始する 

④報告書作成 
 
ｄ．事例選択の基準 
・年齢－40 歳が人の職業人生の中間地点で
あると仮定し、20～60 歳の間の労働者を
選んだ。 

・婚姻関係－家族の中に経済的に支えなけ
ればならないメンバーがいる労働者とそ
うではない労働者の両方を選んだ。 

・社会・経済的ステータス－職業、収入、
教育レベルが高い労働者と低い労働者の
両方を選んだ。 

・職種－リスクの高い産業で働く労働者を
選んだ。 

・性別－男女両方 
・職場の事故の性質または職場環境－業務
で傷病を被った労働者を対象とした。 

・事故後の労働ステータス－事故後に事故
前と同じ職業／職場に戻れなかった者、
あるいは仕事自体に就けなくなった者を
対象とした。 

・時期－1993 年から 2001 年までの間に起
きた事故を対象とした。 

 
ｅ．明らかになったこと 
①人格的なものに対する影響 
業務上の傷病に対する反応は人によって

幅が大きかった。事故について自責の念に
駆られている人もいれば、痛みや苦しみが
あるにも関わらず友人や家族や同僚から遠
ざかろうとしている人もいる。人格的な影
響によって事故との向き合い方が変わって
き、回復のスピードも変わってくる。 
 

書名 Evaluating the Social and Economic 
Consequences of Workplace Injury and 
Illness 

書 名
（ 邦
訳） 

「職場の傷病の社会的経済的影響の計
算」 

作者 Rashmi Rajan  

組織名 Workplace Safety and Health, 
Department of Labour, New Zealand 

発行年 2002 
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②医療や治療の状況についての理解 
怪我／病気となってしまった労働者にと

ってどこが悪いのか、どのように治療して
いくのか、いつ頃回復するかなどを知って
おくことは基本的な問題であろう。実際は
人によってその理解度は大きく異なり、そ
れが回復の速さに影響を与えてしまってい
る。しかし、段階的な経過で緩やかに症状
が進行していく場合は状況の理解が難しく、
また診断自体も難しくなるという現状があ
る。
③支援がないことの悪影響 
労働者たちは適切な支援が受けられてい

ないと感じていた。労働者たちは支援によ
って現実に対処しようとする姿勢を持つこ
とができ、早期の回復が見込まれる。
④職場の態度 
雇用主、同僚、監督、マネジャーの態度

や支援は回復のプロセスに大きな心理的影
響を及ぼす。職場の人間の支援が、労働者
（労働災害で死亡）の家族が現実と向き合
う力に影響を与えたケースもあった。 
⑤キャリア 

8 つの事例において長期的キャリアに直
接的な影響が見受けられた。具体的には他
の職種に異動させられたり、キャリア変更
のために再教育を受けなければならなかっ
たり、以前の職種に復帰することは絶望的
となり実質的に何もしていない状態になっ
たりというものであった。 
⑥経済的損失 

7 つの事例において重大な経済的損失が
見られた。具体的には、継続的に必要とな
る医療費、直接的な収入の減少、交通費、
ライフスタイル変更のための費用などであ
る。
⑦労働安全衛生

2 つの事例において労働安全衛生の専門
家の怪我／病気をした労働者に対する言動
にマイナスの影響を見られた。そのうちの
1 つの事例では、専門家のマイナスの言動
が労働者の回復やリハビリに影響を与えて
しまっていた。ただし、それ以外のほとん
どの事例では専門家は労働者に対して前向
きな情報提供や支援に取り組んでくれてい
た。 
⑧ACC 

ACC の果たす役割は労働災害に遭遇し

た労働者にとって非常に重要なものである。
特に立証責任が重い業務上の疾病の事例で
は ACC の役割は重要である。4 つの事例に
おいて、ACC からの補償によって診断確定
が促された。 
ａ．法的手続き

4つの事例において、この「法的手続き」
が業務上の傷病によって最も大きな直接的
な損失を与えていた。
ｂ．友人／家族
一番近くにいる家族は情緒的にも経済的

にも最も苦痛を被っている。全ての事例に
おいて家族は苦痛を受け、被害を受けた労
働者との関係に悪影響があったとしている。
全ての事例から言えることだが、労働事故
の影響は個人に特定されない。特にどのよ
うな面で影響があったかについても調査し
ている。
ｃ．最初の対応
家族の最初の反応はショックと信じられ

ない思い（特に怪我の場合）である。しか
しこの時点での家族の情緒的トラウマはい
くつかの要因（疾病の程度、情報量、支援、
事故後のケア）によって多少は和らぐ。
ｄ．家族関係に及ぼす影響
ほとんどの事例において情緒的ストレス、

経済的なプレッシャー、孤立など、業務上
の傷病が家族関係に及ぼす影響、特にパー
トナーとの関係に及ぼす影響は甚大なもの
であった。事例によっては離婚に繋がる場
合や関係性そのものを立て直す必要性があ
る場合も多かった。主に家族、子ども、両
親、夫や妻に対して影響があり、小さな子
どもは傷病を被った家族との接し方につい
て物理的な変化を余儀なくされ、身体的／
情緒的孤独に陥っている事例もあった。影
響を受けるのは小さな子どもに限らず、大
人になった子どもたちにも深い部分で影響
があった。
ｅ．社会的交流がなくなる
傷病に苦しむ労働者とその家族はキャリ

ア、ライフスタイル、家計の責任等をこれ
までと大きく変えていかなければならず、
その状況の変化に対応しきれず、自らを社
会的に孤立させていく。人と親しい関係を
築くことが難しくなる。介護者の場合は、
労働者の介護に時間を割かなければならな
いため、社会的交流から遠ざかっていく。 
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ｆ．労働環境／キャリア／責任への影響 
疾病を被った労働者のみならずその家族

も、労働環境／キャリア／責任／ライフス
タイル／家計に大きな影響を受けている。
労働者の介護をするためのキャリア変更と
いった直接的な影響から何かの責任が果た
せないといった影響まで、広範囲で影響を
受けている。事例によっては一時的なもの
もあるが、数週間から数か月に及ぶ長期的
な影響、或いは永続的に続く影響がある事
例もあった。パートナーの中には介護のた
めに退職した者もいた。 
ｇ．ライフスタイル 
ほとんどの事例で、被害を受けた労働者

及びその家族はライフスタイルの大幅な変
更を余儀なくされていた。一時的な変化に
留まる者もいれば、長期的あるいは永続的
な変更を強いられた者もいた。ライフスタ
イルの変更の程度を左右する要因として、
事故前の状況、怪我の状態、経済的な状態
が大きく関わってくることが分かった。被
害を受けた多くの労働者にとって収入の減
少は大きな変化であり、ACCの補助を受け
ていたとしても、経済的負担は大きい。一
週間ごとの補償金額は事故前の収入の80％
と設定されている。つまり、労働者とその
家族は20％の収入減となり、これが経済的
困窮へと繋がる。 
ｈ．支援 
傷病でリハビリ中の労働者の回復に大き

く関わってくるのは周囲からの支援の有無
であった。家族からのサポートは精神的に
も肉体的にも大きな支えとなっていた。リ
ハビリで家族が積極的に協力している事例
もあった。医療的知識の有無によって家族
の支援の仕方も変わってくる。支援を行う
のは家族に限らない。友人がリハビリ中の
労働者を支える事例も多くあった。しかし、
多くの家族は支援を行ううえで限界を感じ
ていたことも事実である。これは支援体制
や情報量の不足、政府機関とのやり取りが
困難である等のことが原因である。また、
事例によってはパートナーからの支援がな
かったという人もいた。 
ｉ．家族／友人と職場 
多くの事例で、家族が職場に対しての強

い憎しみを表明していた。憎しみの強さは
職場でどれだけ安全に関する対策が実践さ

れていたか、傷病に対する職場の対応によ
る。 
ｊ．医療 
業務上の疾病の場合、多くは診断が遅れ

ている。また、怪我を誤診されたという事
例もあった。診断が遅れたり誤診されたり
することにより、痛みが増し、回復が遅れ、
精神的にダメージを受け、治療が難しくな
った事例もあった。 
ｋ．職場 
業務上の傷病が職場に与える影響は計り

知れなかった。経済的な影響だけではなく
様々な予想外な悪影響があった。被害にあ
った労働者本人のみならず、雇用者や雇用
主の上司や同僚等にも影響があった。事故
の効果としては職場の強みと弱点に目がい
くようになるということであった。多くの
事例において、事故によって職場の数々の
特徴が明確になったという。事例調査から
分かったのは以下である。 
・雇用関係：職場の社会／経済的影響力を
測るうえで雇用関係は重要な指標となる 

・労働組合：職場と個人の間の不均衡を調
整し、政府システムや支援の知識を提供
する→安全衛生に繋がる。 

・同僚：同僚の怪我や病気に対して敵意や
罪悪感を持つ者から同情して理解しよう
とする者まで様々。怪我と病気では同僚
の注意の向け方に明らかな違いがあり。
病気の診断については、同僚は疑いの目
を向けていた。 

・監督者や雇用者の役割：事故発生時及び
発生後の監督者／雇用者の役割は非常に
重要である。事故発生時にしっかりと役
割を果たし、事故後も被害にあった労働
者と連絡を取り続け、リハビリや職場復
帰を支え続けた監督者／雇用者もいた。
逆に事故について労働者を責め立てた監
督者／雇用者もいた。 

・安全衛生システム：事例で扱った事故が
起きた職場では安全衛生システムが不完
全であることが分かった。労働者も職場
も安全衛生の知識が欠落していたり、手
順や道具が不十分であったり、監督がし
っかりしていなかったり、安全衛生シス
テムが機能していなかったりという問題
が見られた。 

・安全衛生庁（OSH）と職場：OSHの役割
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は安全衛生に関する情報や教育の提供と
法の執行である。事故が発生しOSHによ
る調査が開始されると、OSHと職場の間
に敵対意識が生まれたという報告が2例
であった。ただし永久的に続くものでは
なく、すぐに協力的な関係になったとい
うことであった。 

・ACCとの関わりについては職場によって
様々であった。中立的だったという事例
もあれば、協力的だったという事例もあ
った。一番多く見られた不満としては、
ACCとのやり取りが大変だったというも
のである。被害にあった労働者について
の情報を探すのも一苦労で、さらにその
労働者の傷病が職場に与えた影響を説明
するのも大変な作業であったという。 

・経済的損失としては、法的費用、生産性
の減少、職場のモラルの停滞、労働安全
衛生のコンプライアンス徹底、工場や機
器の損害、世間からの非難、代わりの従
業員への給料等があげられる。 

・法的に不十分な点があると、業務上の傷
病に繋がり得る。法律が被害にあった労
働者の経済的／社会的ニーズに合ってい
ない場合がある。OSH や ACC に対して
は肯定的な見方から否定的な見方まで
様々であった。ACC の支援体制について
は被害にあった労働者及びその家族も雇
用主も不満を持っていた。OSH について
は家族や労働者からは協力的であったと
いう意見が出されたが、雇用主からは過
剰反応気味であるという意見もあった。
全体的には OSHや ACC の専門的なサポ
ートによって助けられたという人が多か
った。 

 

【文献 9】 

書名 New Zealand Estimates of the Total 
Social and Economic Cost of Injuries: 
For All Injuries, and the Six Injury 
Priority Areas, 2010 

書名（邦
訳） 

「ニュージーランドにおける傷害の社
会的経済的損失の計算：2010 年のニュ
ージーランド国内の全ての怪我を対
象・6 分野の分析」 

作者 Des O’DEA 
組織名 ACC Research 
発行年 2010 
この報告書はニュージーランドの治療費

を賄う ACC という政府機関の統計から算
出された、ニュージーランド国内で発生し
た怪我による社会的／経済的損失について
考察したものである。怪我については労働
事故によるものに限定しておらず、あらゆ
る怪我を対象としている。ニュージーラン
ドでは2008年に1,876件の怪我が死亡事故
に発展しており、2009 年には 10,314 件の
死亡に繋がらない怪我と 70,000 件の「軽い
怪我」が発生している（いずれも病院に受
診したもの）。2010 年、ACC は治療費、リ
ハビリテーション費、傷病手当金としてお
よそ 250 億ドルの補償金を支払っている。
しかし損失金額は ACC の負担が一番大き
いわけではない。一番大きい費用は「人的
費用（＝YLLs／損失生存年数）」である。
この報告書では人的費用を計算するうえで
YLLs の他に DALYs（障害調整生命年）も
使用する。この報告書では 6 つの分野につ
いて分析している。6 つうち 4 つは事故（落
下、溺死、交通事故、労働災害）による怪
我である。残り 2 つは暴力や自殺といった
「計画的」な怪我である。参考にしたデー
タは 2007～2010 年のものである。 
人間の生命というものに貨幣価値を当て

はめるということは論議を呼ぶものである。
怪我の損失に関する（ニュージーランド国
内及び国際的な）研究において、「人的費用」
は怪我の引き起こす社会的・経済的損失の
50～70％にあたるとしている。人間の生命
に貨幣価値を当てはめる方法として、YLLs、
DALYs、そして QALYs（質調整生存年）
を採用している。これらの方法はもとは世
銀と世界保健機関が開発したものである。
このやり方は安全衛生部門のどこに投資す
るか決める際には有効であるが、マクロレ
ベルの決定には不向きである。経済学者た
ちは人間の生命を貨幣価値化するうえで
WtP（Willingness-to-Pay）と人的資本の
二つのアプローチを開発し、現在は国際的
にはそちらが好んで使われている。WtP は
人的資本のアプローチよりも生命を救うこ
とにかなりの価値を置いている。ニュージ
ーランドでは WtP は人間の生命を貨幣価
値化するために運輸省が 1990 年に初めて
使用し、ニュージーランド国民が道路の安
全にどれだけの金額を支払えるかというこ
とを調べた。現在の政府は将来的な運輸部
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門の費用便益の算定にこの方法を採用して
いる。また、これまで政府機関の政策決定
者が広く採用してきた。労働災害による傷
害を防止することの究極的な目標は生命を
救うことであり、これは言い換えれば生存
年数を伸ばすということである。さらにこ
こに「生活の質」という指標を組み入れる
と、「障害調整生命年（DALYs）」の年数を
減らしていくことが目標となっていく。生
命を救うことと生存年数を増やす（＝「質
調整生存年（QALYs）を増やすこと」と「障
害調整生命年（DALYs）が生じるのを防ぐ」）
のどちらが目標としてふさわしいのかが議
論の分かれるところである。「怪我による負
担」についての計算は、怪我の防止措置の
ために資金調達をすべきか、それとも公衆
衛生の増進に資金を使うべきかについての
意思決定するうえで参考になる。公衆衛生
部門では主に「QALY の増加／DALYs の防
止」が公衆衛生の増進をはかる指標として
使われている。ニュージーランドでは製薬
管 理 局 （ Pharmaceutical Management 
Agency / PHARMAC）で新薬の補助金につ
いて検討する際に「QALYs の増加」が指標
として用いられる。 

DALYs の計算の際、現在の損失と対照し
て将来的な収益がどのぐらいであるか経済
学的価値に換算し、現在の正味価値から割
り引く（discount）する必要がある。この
計算を行ううえで、「割引率」を決めておく
必要がある。これは非常に議論を呼ぶとこ
ろであり、特に公衆衛生部門ではいろいろ
と難しい部分である。ニュージーランドで
は以下の各機関・各研究者が以下のような
設定をしてきた。 
 
ａ．New Zealand Treasury (2005): 10%の

割引率 
ｂ．Gold 他(1996): アメリカの衛生部門に

ならい 3%の割引率を使用 
ｃ．オーストラリアとニュージーランドに

おける疾病の負担金額の計算（2000）: 
3%の割引率→2010 年の傷害の損失の
計算でも 3%が使われた（O’Dea と
Wren） 

ｄ．製薬管理局（PHARMAC）: 3.5%の割
引率 

この報告書では怪我の負担額を計測する

際に DALYs を指標として使った。DALYs
の数値には早期に死亡したことによる人生
の損失や、障害等による生活の質の低下が
考慮されている。傷病の人的費用に注目し
ているのであれば必ずしも DALYs や生存
年数に貨幣価値を当てはめる必要はないが、
DALYs を経済的損失（医療費やリハビリテ
ーション費用）と結びつけて計算する場合
は貨幣価値化する必要が出てくる。では
DALYs を貨幣価値化するにはどうしたら
良 い の か 。 近 年 の 研 究 の 中 で は
Abelson(2003)と Mason ら(2009)が提唱し
ている方法が 20 年近く使用されてきた。そ
の方法とはまず、「防ぐことができた死
（VPF ）」の貨幣価値を計算することであ
る。VPF の貨幣価値が求められたら、今度
は割り引かれた将来の生存年数は現在の
VPF の合計であると仮定し、それの年間の
値を出す。割引率が大きくなればなるほど、
生存年数または DALYs の値も大きくなる。
この報告書で提唱する VPF を求める計算
式は以下である。 

 

V x { 1/(1+d) + 1/(1+d)2 + …. + 1/(1+d)40 } 

= VPF 

 
・Vは防ぐことができた生命の損失の貨幣価
値化したものであり、dは割引率である。
ニュージーランドで行われてきたVPFの
計算には以下のようなものがある。 

・運輸省：200万ドル 
・BERL（2007）：火災で亡くなった生命の
損失金額は運輸省の計算した値の0.66倍
であるとした 

・ニュージーランド陸上交通安全局：1998
年の改訂版で400万ドルと発表。1991年の
計算結果よりも70%も高い金額。 

 
これら3つのVPF値はニュージーランド

国内の賃金のインフレを受け、2010年にそ
れぞれ350万ドル、230万ドル、600万ドル
に改訂された。 
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【文献10】 
書名 Occupational Disease and Injury in 

New Zealand 
書名（邦
訳） 

「ニュージーランドにおける業務上
の傷病」 

作者 N/A 
組織名 National Occupational Health and 

Safety Advisory Committee 
発行年 2006 
この報告書によると、ニュージーランド

では業務上の傷病は全体の 83％が補償さ
れる。オーストラリアで補償カバー率は
69%であることと比較すると、ニュージー
ランドの補償率は比較的優れたものである
ことが分かる。ただ、重大性のあまりない
傷病を計算から除くと、補償率は 81%に落
ちる。これは深刻な傷病（特に病気）の場
合には補償が十分されていない可能性を示
すものである。この報告書では National 
Occupational Health and Safety Advisory 
Committee（NOHSC）の開発した手法を
使って傷病の種類／傷病の深刻度／補償の
有無ごとに損失を計算している。報告書で
は NOHSC の開発した計算方法を紹介して
いる。計算式の括弧の中の 1 から 7 までの
数字は次のカテゴリーを表している。 

 
1: 欠勤が 7 日以内 
2: 完全復帰 
3: 復帰準備中 
4: 短時間復帰 
5: 復帰不可能／永久的な障害 
6: 死亡 
7: その他 
 
【生産性の損失（Production Disturbance 

Costs / PDC）】 
ａ．生産性の金額（Value of Production / 

VOP） 
AWE（Average Weekly Earning） 

= 週割にした平均収入 
残業手当のことを OTP （ Overtime 

Premium Payment）といい、OTP の計算
は以下である。 
 

OTP = WLPI×AWE×0.4 
 
よって、生産性の金額（VOP）は以下の

ようにして計算する。 

 
VOP = WLPI×AWE×1.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ｂ．人材補充費（Staff Turnover Costs / 

STC） 
ニュージーランドで採用している人材補

充費の算出方法は以下である。 
 

STC(3-7) = 26×AWOTE 
－(26×AWOTE)÷(1＋r)3 

 
AWOTE とは週割にした通常時の平均収

入である。 
 
よって生産性の損失（PDC）は、 

 
PDC = VOP(1-7)＋STC(3-7) 

 
で求められる。括弧の中の数字はカテゴリ
ー番号である。 
 
ｃ．雇用主が被る生産性の損失（PDC by 

the Employer / PDCE） 
雇用主は従業員の補充や残業手当に相応

の金額を支払わなければならない。生産性
の費用は雇用主と地域と個人のそれぞれに
発生する。雇用主は余剰の支払い（Excess 
Payment / EEP）と病気休暇（Sick Leave / 
SL）の負担を求められる。よって、雇用主
が支払う生産性の費用は以下である。 

PDCE = OTP ＋ STC ＋ EEP ＋ SL 

代替要員なし／余剰能力あ

り／残業手当なし： 

生産性の損失金額＝WLPI×

（AWE＋余剰能力単位金額

／週） 

代替要員あり／余剰能力な

し／残業代：追加ユニットメ

ンバー＝WLPI×AWE×1.4 

 

事故 
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雇用主の余剰の支払いは以下で求める。 

 
EEP(1-7, c) = .965 × AWOTE 
 × [1.0÷5(1, c), 3.3÷5(2-7, c)] 

 
病気休暇は以下のように求める。 

 
SL(2-7, uと4, c)＝2 × AWOTE 

 
ｄ．社会が被る生産性の損失（PDC by 

Society / PDCs） 
 

PDCs = CPWS ＋ WPS ＋ TAXS 
 

CPWSとはLost Wages in the Short 
Termの略。つまり、短期間での収入の損失
額のことである。WPSとは短期間の福祉の
出費のことをいう。TAXSとは労働者の傷病
によって失われた税収である。 
 
人的資本の損失（Human Capital Cost / 
HKC） 

 
NOHSCは人的資本の損失（HKC）を生

涯賃金の流れとして捉えている。それは傷
病によって以前と同じ労働環境に復帰する
ことが出来なくなることによる損失を意味
する。現在の収入（Present Value of 
Earnings after the Incident / PV(EBA)）と
事故前の収入（Earnings before the 
Incident / PV(EBI)）との差から求める。計
算式で表すと以下になる。 
 
HKC(3-7) = PV(EBI)－PV(EBA) 
PV(EBI) = SUM(i=1…RETA-RTWA)EBI

÷(1＋r)i 
 

RETA は定年退職までの年数であり、ニ
ュージーランドでは定年退職は 62 歳時で
ある。RTWA は事故後に労働者が職場復帰
する年齢の平均である。ニュージーランド
では 40 歳となっている。全ての労働者にお
いて EBI は以下の式で求める。EAI の計算
方法はカテゴリーごとに異なる。 
 

EBI = AWE × 52 
 
ｅ．社会が被る人的資本の損失（HKC by 

Society / HKCS） 
HKCS = CPWL ＋ WPL ＋ TAXL 

 
CPWL とは Lost Wages in the Long 

Term の略。長期的な収入の損失額のことで
ある。WPL は長期的な福祉の出費のことを
いう。TAXL とは長期的に失われた労働者
の税収である。 
 
ｆ．医療費（Medical Costs / MEDC） 
 
MEDC = MEDE ＋ GAPw ＋ REHABw 

＋ CPMEDs ＋ CPREHABs ＋ 
PUBHOSPs ＋ PHIETCs 

 
MEDE: 雇用者が支払う上限金額 
GAPw: 上限金額を超えた場合に労働者が

負担する医療費 
REHABw: リハビリテーション費用 
CPMEDs: 医療費補償金 
CPREHABs: リハビリテーション費用の

補償金 
PUBHOSPs: 公共医療支出 
PHIETCs: その他医療費（社会の負担） 
 
ｇ．雇用主が被る医療費 
雇用主が被る医療費は雇用主負担の上限

額として設定する。 
 

MEDE = ＄153 (1, c) ＋ ＄306 (2-7, c) 
 
ｈ．労働者が被る医療費 
MEDw = GAPw (2-7) ＋ REHABw 

(1-7,u) 
 
リハビリテーション費用は補償が受けら

れていない労働者もいるため、リハビリテ
ーション費用を足している。 
 
ｉ．社会が被る医療費 
 
MEDs = CPMEDs ＋ CPREHABs ＋ 

PUBHOSPs ＋ PHIETCs 
 
事務経費は、次の 4 つがある。 
 
・法的費用 
・事務経費 
・調査費 
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・葬儀費用 
 
これらの金額についてはACCの出してい

るデータと先行研究などから割り出してい
る。葬儀費用については相対的に少額であ
り、以下のような数式で算出する。ニュー
ジーランドの平均的な葬儀費用は3,822ド
ルである。 
 
FUNC (w, 6) = ＄3,822 － ＄3,822 ÷ (1

＋r)i = ＄2,542 
i = 29 r = 3.8% 

 
その他の損失には、介護サービス、苦痛

の損失などがある。 
ａ．介護サービス 
業務上の傷病に苦しむ人々は公的な介護

サービスと家族からの介護の両方を必要と
する。カテゴリー3, 4 ,5, 7の労働者は怪我
をしたときの年齢（RTWA = 40年）から死
ぬまで（ALE = 40歳の場合は80年）、損失
は発生し続けると仮定する。介護者の損失
（CARERC）と介護者の援助・介護用品・
その他の生活の改良（AEMC）は以下に計
算する。r = 3.8%とする。 
 
CARERC(3,4,5,7) = 

SUM(i=1….ALE-RTWA)$1,783÷(1＋r)i 
= $37,745 

AMEC = SUM(i=1……ALE-RTWA)$560
÷(1＋r)I = $11,865 

 
ｂ．苦痛を損失にすると 

NOHSC では怪我の深刻度ごとに苦痛の
ウェイトを数値化している。 
 
【怪我】 
・開放創 (0.108): 0.1（深刻度のカテゴリー 

1） 
・短期的な目の怪我 (0.108): 0.1（深刻度の
カテゴリー 1） 

・ろっ骨骨折 (0.199): 0.2（深刻度のカテゴ
リー 2） 

・内臓損傷 (0.208): 0.2（深刻度のカテゴリ
ー 2） 

・大腿骨骨折 (0.372): 0.4（深刻度のカテゴ
リー 3, 4, 7） 

・火傷 20-60% (0.441): 0.4（深刻度のカテ
ゴリー 3, 4, 7） 

・脊髄損傷 (0.725): 0.6（深刻度のカテゴリ
ー 5） 

・中毒 (0.608): 0.6（深刻度のカテゴリー 5） 
・交通事故: 1.0（深刻度のカテゴリー 6） 
・感電: 1.0（深刻度のカテゴリー 6） 
 
【病気】 
・軽い難聴 (0.120): 0.1（深刻度のカテゴリ

ー 1） 
・椎間板ヘルニア・慢性的な痛み (0.125): 

0.1（深刻度のカテゴリー 1） 
・皮膚がん・初期治療 (0.190): 0.2（深刻度
のカテゴリー 2） 

・深刻な喘息 (0.230): 0.2（深刻度のカテゴ
リー 2） 

・直腸がん／肝臓がん・初期治療 (0.430): 
0.4（深刻度のカテゴリー 3, 4, 7） 

高血圧性心疾患 (0.352): 0.4（深刻度のカテ
ゴリー 3, 4, 7） 

・職業性使い過ぎ症候群・重症 (0.516): 0.6
（深刻度のカテゴリー 5） 

・エイズ (0.560): 0.6（深刻度のカテゴリー 
5） 

・心臓発作／心臓麻痺: 1.0（深刻度のカテ
ゴリー 6） 

・肺がん／中皮腫: 1.0（深刻度のカテゴリ
ー 6） 

 
深刻度のカテゴリー1と2については痛み

や苦痛は一時的なものであると考えられる
ため、欠勤は限定的な期間となる。よって、
苦痛による損失を以下のようにして算出す
る。 
 
Gross SUFFC(1-2) = WLPI(1-2)÷52×VLY×

Weight(1-2) 

 

カテゴリー3～7は苦痛が大きく時期尚早
の死もあり得るため、40歳の段階で80歳の
ALEまで影響を与えるものであると考えら
れる。よって、割引率は3.8%とし、以下の
ような計算となる。 
 

Gross SUFFC(3-5) = 
SUM(i=1….ALE-RTWA)VLY×Weight(3-5)

÷(1＋r)i 
 
６．EU 加盟国モデル 
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【文献 11】 
 

スペイン教育・科学省（Spanish Ministry 
of Education and Science）からの受託研究
として 2005年から 2008年まで行われた調
査プロジェクトをまとめたものである。労
働災害による損失の新しい計算方法を開発
することを目的としたもので、特に建設現
場での労働災害に特化した計算方法を提案
している。この論文で提案されている計算
方法では労働災害で発生する損失を 4 つの
カテゴリー（保険費用、事故防止の費用、
事故の費用、回収費用）に分類している。
それぞれのカテゴリーについては以下のよ
うに定義されている。 
 
・保険費用: 労働災害の際に雇用者が法的
に支払うことが義務付けられている費用。
費用は労働者の職種によって異なる。 

・事故防止の費用: 職場の安全基準／規制
の遵守を強化するために雇用者が支払っ
た費用 

・事故の費用: 事故の重大度に従って支払
った費用や物品（処罰・罰金・課徴金は
含まない） 

・回収費用: 雇用者が回収することのでき
る費用。療養生活二日目以降から支払わ
れる福祉支給額も含む 

 
詳細な内訳を以下に示す。 

保険費用 ・保険負担金 
事故防止の費用 ・個人の事故防止措置 

・集団の事故防止措置 
・機器の安全制御システムの徹
底 
・企業の医療サービスや応急処
置の拡充 
・企業全体の事故防止措置 

事故の費用 ・怪我をした労働者の失った時

間 
・その他の労働者たちが事故の
ために失った時間 
・道具類の費用 
・病院への輸送費（救急車他） 
・事故管理費 
・事故調査費 
・代替要員 
・失った業務 
・企業のイメージダウン 
・労働上の対立 

回収費用 ・保険金負担の回収分 
 
この論文で提案されている実際の計算方法
は以下である。 
 
ａ. 保険費用（Insurance Cost / IC） 
保険費用（以下 IC）は二つの変数によっ

て値が変わってくる。一つは基本給（Base 
Salary / BS）であり、もう一つは非常事態
時支払金（professional contingencies / CN）
である。これは労働災害や業務上の疾病が
発生したときに雇用者が支払うものである。
支払金額は基本給によって異なるが、一時
的な休職の場合には基本給の 3.95%、永久
的に就業ができない場合や死亡の場合には
基本給の 3.50%となっている。 
 

IC = (1＋CNi÷100)×BS 
 
ｂ．事故防止の費用（Prevention Costs / PC） 
事故防止の費用（以下 PC）は建設プロジ

ェクトの予算（Budget of the Construction 
Project / BC）と事故防止に費やす予算の割
合（β）によって変わってくる。βの値は
入手することが困難であったため、ランダ
ムに選んだ 173 のサンプル現場の安全衛生
プランを分析した。サンプルの平均は
1.54%であった。結果、PC は以下のように
求める。 
 

PC = β×BC 
 
ｃ．事故の費用（Accident Costs） 
事故の費用については項目が多いため、

それぞれを求めていく必要がある。まず発
生頻度指標（Frequency Index / FI）を求め
ることが肝要である。FI は 100 万時間あた
りの事故発生数（一年間）である。事故の
程度を「軽微」「重大」「かなり重大」に分

書名 Cost Estimation Methodology for 
Occupational Accidents in 
Construction Projects 

書名（邦
訳） 

「建設プロジェクトにおける労働災害
の損失計算方法」 

作者 Eugenio PELLICER and Carmen M 
RUBIO 

組織名 Universidad Politecnica de Valencia / 
Spain 

発行年 2008 
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ける。死亡者数を割り出すことも重要な作
業である。FI は一定期間あたりの事故数
（Number of Accidents / NA）と 100 万時
間あたりの人時の合計（ Number of 
Man-Hours/ NH）の割合をもとに計算する。
NA と NH はスペイン建設産業全体につい
ての資料から抜粋した。 
 

FIjk = NAjk × NH × 10-6 
j = 事故の種類 k = 事故の重大度 

 
 

FI を求めたら、今度はこれに労働者が建
設現場にいる時間（Exposure Time / EX）
を乗じる。どの業務もその業務を担当して
いる労働者と業務完了までの期間（the 
number of hours schedule to complete / 
HS）から定義される。よって以下のように
計算する。 

EX = Him 
i = 労働者 m = 建設業務 

 
EX と FI を乗じると、建設プロジェクト

期間中に予測される事故数（Expected 
Number of Accidents / NW）が出てくる。 
 

NWjk = EX × FIjk 

 

事故の種別ごとの損失（Cost of Accident 
per Type / CT）には、生産工程に直接関係
のないが事故の影響が生じるものまで含め
ている。失った時間の損失（Cost of the 
Time Lost / TL）には事故に遭遇した本人
だけではなく、事故の影響で労働時間を奪
われた他の労働者たちのことも計算に入れ
る。TL の値は労働者の時給（Worker’s Cost 
per Hour / CH）に事故に奪われた時間を乗
じて求める。事故に奪われた時間は、怪我
をした労働者の失った時間（Time Lost by 
the Injured Worker / HA）とその他の労働
者が事故によって失った時間（Time Lost 
by Other Workers because of the Accident 
/ HO）の二つで構成されている。 
 

TLk = CH × (HAk ＋ HOk) 
k = 事故の深刻度 

 
また、生産工程には関係のない人が事故

に関わった時間（Time Spend by Others on 
Accident-Related Activities / TR）について
も考慮に入れなければならない。TR につい
ては以下のように分けられる。 

 
・事故について経営層が関わった時間 

(Time spent on accident-related 
activities by senior management / HM) 

・事故について管理部門が関わった時間 
(Time spent on accident-related 

activities by administrative personnel 
/ HD) 

・事故の調査にかけた時間 
(Time spent in investigation the 

accident / HI) 
・道具にかけた費用(Costs of materials) 
道具にかけた費用は使用していた期間

（the Number of Hours Used / HH）と労
働者の時給（CH）によって変わってくる。
修理を依頼する場合は修理を委託する機関
（External Suppliers / ES）の請求によっ
て変わってくる。 
 
TRjk = CH × (HMk ＋ HDk ＋ HIk ＋ 

HHjk) ＋ ESjk 

j = 事故の種類 k = 事故の重大度 
 

輸送費と代替要員の費用（Transfer and 
Substitution Costs / SC）は療養期間（Days 
of Medical Leave / DL）と日給（Daily 
Gross Salary / GS）と怪我をした労働者の
病 院 へ の 輸 送 費 （ Hospital Transfer 
Expenses of the Injured Worker / TE）か
ら求める。 
 
SCjk = (GS × DLjk) ＋ TEk 

j = 事故の種類 k = 事故の重大度 
 
生産性と業務の損失（Loss of Production 

or Business / LP）は事故や生産性システム
の一時的または全体的な停止（Temporal 
Partial or Total Stoppage of its 
Production System / SP）と生産を事故前
の状態に戻すための手段に投じた費用の増
加の結果、得られなかった利益のことをい
う。生産を事故前の状態の戻すための手段
とは、残業（Overtime Hours / OH）と代
替要員の補充のことである。どちらも療養
期間（Medical Leave / DL）と日給（Daily 
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Gross Salary / GS）によって値が変わって
くる。 
 
LPjk = SPjk ＋ (CH × OHjk) ＋ (GS × 

DLjk) 
j = 事故の種類 k = 事故の重大度 
 
ここから、事故の種別ごとの損失（Cost of 

Accident per Type / CT）が以下のようにし
て求められる。 
 

CTjk = TLjk ＋ TRjk ＋ SCjk ＋ LPjk 

j = 事故の種類 k = 事故の重大度 
 
ｄ. 回収費用(Recovery Costs / RC) 
スペインの社会保障制度で労働者に支払

われる補償費の一部は部分的に回収するこ
とが可能である。回収できる比率は 75%で
ある。これは療養期間二日目から計算して
いる。計算方法としては建設現場の平均的
な労働者の日給（GS）とDL から計算する。
GSとDLに建設プロジェクト期間中に予測
さ れる事 故数（ Expected Number of 
Accidents / NW）を乗じて求める。 
 

RCjk = 0.75 × GS × DLjk × NWjk = 
0.75 × GS × EX × NH × 10-6 ×

（DLjk × NAjk） 
j = 事故の種類 k = 事故の重大度 

 
以上の 4 つのカテゴリーに分けた数式モ

デルを統合した損失計測モデルは以下であ
る。それぞれのカテゴリーを[ ]で括ってい
る。最初の 3 カテゴリーについては足して
いる。最後のカテゴリーについては合計か
ら減算している。 
 
CC = [0.0745 × BS] ＋ [b × BC] ＋ [EX 

× NH × 10-6 × (NAjk × CTjk)] － 
[0.75 × GS × EX × NH × 10-6 × 

(DLjk × NAjk)] 

 

 

 

 

 

【文献 12】 

書名 Economic Impact of 
Occupational Safety and 
Health in the Member State of 
the European Union 

書名（邦訳） 「EU 加盟国における労働安全
衛生の経済的影響」 

作者 N/A 
組織名 European Agency for Safety 

and Health at Work 
発行年 1996 

 
欧州労働安全衛生機関が 1996 年から行

った EU 加盟国に対する調査をまとめたも
のである。報告書タイトルは日本語で「EU
加盟国の労働安全衛生の経済的影響」であ
る。調査の目的は経済的要因が労働安全衛
生に関する政策決定にどのように影響を与
えているかということを明らかにすること
であった。調査の結果、各国ともに労働安
全衛生施策の費用と便益（Cost and Benefit）
の計算が非常に重要視されているというこ
とであった。今回は特にこの報告書の中で
紹介されていた、費用の計算方法について
の EU 加盟国への調査を抜粋する。 
 
ａ．各国安全衛生機関では費用と便益（Cost 

and Benefit）を算定するうえで何か特別
な手法を用いているか？ 
オース
トリア 

・特になし 

ベルギ
ー 

・特に定まった方法はなし 
・雇用主と産業全体にかかる直接費
に注目→関わりのある労働者数と労
働者ごとの給与から計算 
・便益については計算に入れていな
い 

デンマ
ーク 

・分析は行う 
・費用（損失）→用具、使い捨て用
具、外部委託サービス、代わりの物
品、メンテナンス費、エネルギー、
追加の労働時間 
・便益→医療費とリハビリ費用、病
気療養、早期退職、死亡からくる損
失を減らす 
・一次的な影響のみ考慮に入れる 

フィン
ランド 

・生じた問題によって方法は異なる。
指針についてはガイドブックを参照
のこと 
・全側面を計算にいれるが、何を計
算にいれるかはケースバイケース 
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・人命については必ずしも貨幣換算
しない 

フラン
ス 

・特に定まった方法はなし 
・フランスのシステムは複雑であり、
関連要因を抜き出すことが難しいた
め 
・他の国からシステムを取り入れる
ことは困難 

ドイツ ・特になし 
ギリシ
ャ 

・マクロ経済学的アプローチ（社会
的損失、一般的な経済指標） 
・国内と EU 全体の経験をもとに体
系的な方法を確立していきたいと考
えている 

アイル
ランド 

・特になし 

イタリ
ア 

・特になし 

ルクセ
ンブル
グ 

・特に定まった方法はなし 
・便益については疾病を防止する費
用とする 
・費用が最終的に便益になることを
目指す 

オラン
ダ 

・関連する規制のタイプによって変
わってくる→基本的な計測は一次的
な影響のみに着目 
・疾病と医療費については計算に入
れない 
・欠勤と体の障害について計算に入
れる 
・生産性の向上についてはケースス
タディでのみ使用する 

ポルト
ガル 

・特に定まった方法はないものの、
多くの側面を計算に入れるようにし
ている。 
・例えば平均余命の改善、QOL、病
気の減少、乏しい公共支出、企業へ
の少ない投資額、生産性と生産物の
質の向上など 

スペイ
ン 

・特に定まった方法はなし 
・新しい規制について議論する場合、
社会的損失について考慮に入れる 
・便益としては労働災害によって発
生する損失を減らすことを考慮に入
れる 

スウェ
ーデン 

・社会的損失を考慮に入れる 
・データがある場合は、生産性の向
上と競争力については考慮に入れる 
・人命を貨幣価値化するようにする 

イギリ
ス 

・広い視点から分析し、有用なデー
タによって分析範囲を狭めていく 
・医療費は考慮にいれる。補償費用
は考慮に入れるが、人の悲しみや苦
しみは損失として計算しない 

・企業への直接費は産業の原価基準
や競争力に与える短期的な影響の指
標となると考える 
・二次的影響（雇用など）について
は計算にいれない 

 
ｂ.業務上の疾病の損失を計算するうえで
どこまでを計算の範囲に入れているか？ 
オース
トリア 

・医療費、リハビリ費用、年金、欠
勤日数（事故保険の企業がデータ提
供） 
・労働災害の経済全体への影響につ
いての研究もなされている 

ベルギ
ー 

・労働災害による疾病から発生する
損失のみが計算される 
・直接費は苦痛を伴う損傷に対する
社会的影響という観点から計算する 
・支出金額は NACE（経済活動の分
類 Nomenclature of Economic 
Activities）が定める産業、疾病の種
類、職種ごとに分配する。 

デンマ
ーク 

・DWES（デンマーク環境サービス）
が 1994 年に業務上の疾病と労働災
害の損失について計算をしている 
・この計算には業務上の疾病による
社会経済的損失と公的支出が含まれ
ている 

フィン
ランド 

・1994 年に労働安全衛生庁が 1992
年の業務上の疾病と労働災害による
国内経済の損失について計算してい
る。 
・安全衛生の企業レベルでの経済的
影響について多くの研究や計算が行
われてきている。 

フラン
ス 

・CNAM が計算を行っている 
・近年の報告書によると 2 億エキュ
（ユーロより前の単位）の損失 
・報告／申請がされていない疾病に
ついては損失の計算は不可能 

ドイツ ・BAUA が欠勤日数をもとに定期的
に計算を行っている。病気の種類ご
とに計算を行う。詳しい計算方法に
ついては 
 Berufsgenossenschaften （DGUV
のページ）を参照。 

ギリシ
ャ 

・保険会社が計算するのが通例であ
る 
・事故や疾病の社会的損失は毎年の
国家予算に計上される 

アイル
ランド 

・雇用主からの申請をもとに保険組
合連合会が計算して発表している 
・保険組合連合会は当該期間におけ
る支出費用と積立金の動きをまとめ
る 
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・損失の計算は事故や健康リスクに
よって分類しない 

イタリ
ア 

・INAIL が業務上の疾病と労働災害
の損失を計算する 
・保険の費用や企業の間接的な支払、
事故防止費用、被害者の被害の程度、
公共からの支出を計算に入れる 
・（生活体系や職場環境など）多様な
要因の病気の直接費と間接費に注目
する 

ルクセ
ンブル
グ 

・事故保険連盟（Accident Insurance 
Association / AAA）が計算をしてい
る 
・被害者の被害、企業や国家経済へ
の被害はAAAが計算した値の4倍と
なる。 

オラン
ダ 

・5 つの要因（傷病休暇と傷病手当、
医療費、第三者と企業による事故防
止費用、その他費用）から計算を行
う。 
・事故防止費用は全体の損失の 20%
を超えないようにする 
傷病休暇と傷病手当については診断
名ごとに分類する 

ポルト
ガル 

・労働災害や社会保障から発生する
直接費を計算する 
・計算の対象になる数量は実際のも
のより少ないと思われる（報告され
ていないケースが多いため） 
・欠勤による損失を計算に入れるこ
とも重要である 

スペイ
ン 

・社会保障（障害による損失、医療
費／薬代、生存者の年金）を分析し
て計算を行う 
・間接費はデータから計算する（病
気や事故の結果働けなかった日数な
ど） 

スウェ
ーデン 

・特定の労働安全リスクについては
国／産業／企業レベルで計算が行わ
れている場合もある 

イギリ
ス 

・HSE が雇用主と経済と社会の損失
について計算している 
・イギリスの研究では影響を受ける
全ての当事者（雇用主、医療サービ
ス、社会保障、保険、被害者）に発
生する損失を数値化している 
・痛みや苦痛や悲しみについてもあ
る程度は考慮に入れている 

 

 

 

 

Ｃ．研究発表 
 
１．口頭発表 
①高木元也（2016）欧米諸国における中小
企業に対する労働安全衛生行政施策につい
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